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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性

１　地域福祉の担い手づくり （１） 福祉教育・社会貢献学習
の推進～子どもも大人も共に
学びあい、次世代の地域の担
い手を育てる

① 小・中学校での福祉
教育・社会貢献学習
の推進

1 子ども向け啓発資料の作成
啓発資料の作成に参画・協力し、市民
ならではの目線で子どもに地域活動
やボランティア活動の必要性や魅力
を伝えます。

市民 1 社協地域福祉課 一部実行している

市民と協働でボランティアや寄附等、
社会貢献に関する基礎知識等をわか
りやすく解説する啓発資料を作成しま
す。市内の幼稚園・小中学校、または
人権教育関連団体に対して啓発資料
に関する周知を行います。

市
学校
社協

2 社協地域福祉課 一部実行している

2 地域活動の中で学ぶ社会貢献学習プ
ログラムの開発 小中学生の地域活動への参加を受け

入れ、社会貢献について学ぶことをサ
ポートします。

市民 3 社協地域福祉課 計画通りに実行中
小学生と民生委員等が、独居高齢者
等の自宅に年賀カードを届ける。

対象者の感想：人からお手紙をもらう
ことが最近はあまりないので、嬉し
い。

年賀カードの配布だけではなく、地域
の課題を子どもが学んだ上で、活動
に関わる。

市内の幼稚園、小中学校に対して、
教科学習と関連付けた福祉教育に関
する情報提供や啓発を行い、学校と
地域との連携をサポートします。

市
学校

4
学校教育課
人権教育課

計画通りに実行中

高齢者施設での交流や障がい者施
設等への訪問の学校数は変わらない
が、介護体験活動実施校は年々増加
しつつある。また、介護等に関わるゲ
ストティーチャーを招いて講話を行う
学校もある。

職場体験で高齢者施設の実習、老人
ホームでの舞台発表や歌や合奏、ダ
ンスの披露で各学校交流している。

体験で終わらず、子どもたちが主体
的に福祉教育に関わりながら、地域と
連携していく仕組みづくりと、好事例
の発信を推進する。

子どもたちが実際に市民とともに地域
活動に参画することを通じて、将来的
な地域活動の担い手としての素地を
養えるような実践的なプログラムを開
発します。

社協 5 社協地域福祉課 計画通りに実行中
令和２年度は、４小学校２中学校３高
校で精神保健分野の福祉教育プログ
ラムの実施。

学校現場で実際に児童生徒が抱える
こころと身体の課題に対して、市民と
して知ることができ、地域の課題とし
て捉えより一層活動に対して参画度
合を強めた。

目に見えにくい障害のために、一般
市民に対して共感が得にくく、ボラン
ティアが増えない。
語りができる当事者や見えにくい障害
についての福祉教育推進のために関
わる市民を増やしていく

3 あらゆる人を排除しない、多様性を学
ぶ教育プログラムの推進 障害がある当事者や介助者、ボラン

ティア等様々な立場からプログラムの
開発に参画し、子どもたちが多様な生
き方や価値観を学ぶきっかけを提供
します。

市民 6 社協地域福祉課 計画通りに実行中

過去4年間で、延べ1小学校1中学校4
高校で精神保健分野の福祉教育プロ
グラムの実施。2名の体験談を発表で
きる当事者と7名の支援者及び市民と
協働で企画運営

アンケート結果から児童生徒のメンタ
ルヘルスに対する関心が増し、こころ
の病や精神疾患に対する偏見意識を
軽減させる効果が見られた。支援者
同士のネットワークの強化によりその
他の当事者支援の場面でも連携が可
能になった。

語りができる当事者の数が限られる
ため、授業の実施回数に制限があ
る。
今後は、児童生徒がSOSを出せるよ
うなワークショップづくりや、こころとか
らだが健康になるための授業内容に
するために充実させていきたい

市民と協働で、あらゆる人を排除しな
い福祉教育プログラムを推進します。
特に精神保健分野の福祉教育プログ
ラムを開発し、モデル校で実践しなが
ら子どもたちが多様性を学ぶプログラ
ムを確立させます。

市
学校
社協

7 社協地域福祉課 計画通りに実行中

過去4年間で、延べ1小学校1中学校4
高校で精神保健分野の福祉教育プロ
グラムの実施。2名の体験談を発表で
きる当事者と7名の支援者及び市民と
協働で企画運営

アンケート結果から児童生徒のメンタ
ルヘルスに対する関心が増し、こころ
の病や精神疾患に対する偏見意識を
軽減させる効果が見られた。支援者
同士のネットワークの強化によりその
他の当事者支援の場面でも連携が可
能になった。

語りができる当事者の数が限られる
ため、授業の実施回数に制限があ
る。
今後は、児童生徒がSOSを出せるよ
うなワークショップづくりや、こころとか
らだが健康になるための授業内容に
するために充実させていきたい

② 高校や大学との連
携の強化

1 高校生の福祉やボランティア滑動へ
の参画

岸和田市立産業高校へ、ボランティア
や地域活動に関する情報提供を行
い、子どもたちの学びの機会をサポー
トします。

市 8 産業高校学務課 一部実行している

幅広い年齢層を対象にしたボランティ
アを行っている。
H29 幼稚園1回、老人ホーム1回
Ｈ30 幼稚園1回、老人ホーム1回
Ｒ1  幼稚園1回、老人ホーム０回
R2　幼稚園1回（コロナ感染防止のた
め動画交流）
　　 老人ホーム 0回

それぞれの年齢に合わせた活動を行
うことにより、喜ばれている。

ボランティア、地域活動に関する学び
の機会を増やす。

岸和田市立産業高校をはじめ、市内
の高等学校の教育活動と連動したボ
ランティア体験プログラムの導入につ
いて検討する機会を持ち、ボランティ
アサークルや生徒会等と年間を通じ
て連携できるしくみをつくります。

社協 9 社協地域福祉課 計画通りに実行中

夏のボランティア体験プログラムへの
参加者のうち高校生の参加者が平成
28年度26人⇒30年度50人と増加して
いる。
福祉まつりや共同募金では、毎年和
泉高校ボランティア部や生徒会がボ
ランティア活動や募金運動を行ってい
る。

進学や就職などの進路を考える高校
生にとって、福祉現場でのボランティ
ア活動は非常に貴重な体験となって
いる。

さらに今まだ連携ができていない市内
の高等学校との連携を目指す。

2 大学等との連携強化
連携協定を結んでいる和歌山大学や
桃山学院大学との連携を深め、学生
を対象にした地域福祉に関する啓発
や、まちづくりに実践的に関われる人
材の育成に努めます。

市 10 企画課 一部実行している
「わだい浪切サロン」での福祉に関係
する話題での講義及び参加者数
４年間で６回（340名参加）

福祉に関するテーマでの開催では、
参加者数が増えており、同じような
テーマを希望する参加者も多い。

学生対象の啓発は、通常の大学連携
事業の中では難しいが、地域で実践
的に関われる人材の育成が、喫緊の
課題だと考えられるため、積極的に地
域福祉に関する授業や講座を開催で
きるよう努める。

大学との共同研究による福祉教育プ
ログラムの開発やゼミのフィールド
ワークとの連携を図るほか、学生のボ
ランティア活動への参加の機会を提
供します。

社協 11 社協地域福祉課 一部実行している

平成27年～30年度の4ヵ年で桃山学
院大学栄教授との共同研究を実施
し、精神保健に関する福祉教育プロ
グラムを開発。
平成29～令和元年度は市民活動ス
テーション等にて、延べ28人の大阪府
立大学のボランティアセンタースタッフ
と連携した。令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止のため、
他機関と協力してのイベントは自粛
し、小規模での実施となった。

令和２年度は新型コロナ感染症の拡
大防止のため多機関との共同事業は
自粛し、連携を深めるには至らなかっ
た。

単発のボランティア体験にならず、継
続してボランティアとして地域の担い
手になってもらえるよう、ボランティア
を始めるきっかけ作りを継続し、その
興味が続くようアフターフォローしてい
く。

市内の全小中学校へ共同募金を理
解してもらうためのチラシを毎年作成
している。
小学校の児童会に向けた説明、街頭
募金の事前学習会を社協職員が出
向いて行っている。その際に地元の
民生委員児童委員の方にも呼びか
け、参加していただいている地域もあ
る。

寄付やボランティア活動の現状を伝
えながら、ボランティアや当事者にも
参画いただくことで、ボランティア活動
や障害者が理解が深まったように感
じる。子どもたちが寄付活動を行うと
きは、事前学習で学んだことを文字や
イラストを通じて啓発している場面も
あった。

共同募金に併せて寄付やボランティ
ア・当事者理解を深めていきたい。こ
のような取り組みができる学校を増や
していき、地元と連携することも併せ
て推進していきたい。

小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

１　地域福祉の担い手づくり （１） 福祉教育・社会貢献学習
の推進～子どもも大人も共に
学びあい、次世代の地域の担
い手を育てる

③ 地域での福祉教育・
社会貢献学習の推
進

1 地域における支えあいを学ぶ機会の
充実 生涯学習出前講座等を活用し、全世

代の市民が支えあいについて学ぶ研
修会の企画や、会議等での専門職と
の情報共有により、実践的な知識を
得ます。

市民
12
-1

生涯学習課 計画通りに実行中

生涯学習出前講座は、令和２年度
中、８回実施。市民が積極的に出前
講座を活用し、支え合いを学ぶ機会
になっている。

講座を学んだことで意識が高まった
り、実践的な知識が得られた。

新型コロナウィルス感染拡大の影響
を受け、申込件数が減少している。よ
り多くの市民が学び合えるように、開
催方法等を検討し、周知・啓発してい
く。

生涯学習出前講座等を活用し、全世
代の市民が支えあいについて学ぶ研
修会の企画や、会議等での専門職と
の情報共有により、実践的な知識を
得ます。

市民
12
-2

社協地域福祉課 （計画通りに実行中）

中央・城北・光明・山直北・修斉地区
の研修等で災害時の支えあいや子ど
も食堂の概要等について出前講座を
実施。

参加した地域住民の声：
具体的な事例をもとに学ぶのでとても
わかりやすく、今後地域でも活かして
いけそうな内容だった。

引き続き、地区福祉委員会向けの研
修プログラムの充実を図る。

地域での研修会の企画への助言や
出前講座の講師派遣等を通じて、市
民の学びをサポートします。

市 13 生涯学習課 計画通りに実行中

生涯学習出前講座は、令和２年度
中、８回実施。市民が積極的に出前
講座を活用し、支え合いを学ぶ機会
になっている。

申込団体の希望に沿った内容を提供
できるよう事前打ち合わせで、市民と
のコミュニケーションを密にしている。

申込講座の内容が特定の分野に偏り
があるので、幅広く学んでもらえるよう
にメニュー内容やメニュー冊子の記載
方法に工夫が必要である。

子どもから大人まで、地域で高齢者や
障害のある人と触れあうことができる
機会を持ち、将来、福祉や地域活動
の担い手となる素地を養えるような、
ボランティア体験プログラムを開発し
ます。

社協 14 社協地域福祉課 計画通りに実行中

夏のボランティア体験プログラムにつ
いて、新型コロナウイルス感染症の拡
大防止のため受け入れ先が令和元
年度６１ヶ所が令和２年度18ヶ所に
なった。

テーマ型のボランティア、特に子ども
の居場所での活動者で継続して参加
されている方もいる。興味を持って活
動を継続してもらえる事例となった。

引き続き、身近な地域でボランティア
活動の場が広がっていくよう、地縁
型、テーマ型ともに受け入れの呼び
かけを行なう。

2 ボランティア養成講座の充実

市民ニーズに見合った魅力的かつ、
市民が地域課題解決に関わるきっか
けとなるようなボランティア養成講座を
開講します。

市
社協

15 社協地域福祉課 計画通りに実行中

平成29年度　9講座　延べ1591人
平成30年度　8講座　延べ1936人
令和元年度　１２講座　延べ1485人
令和２年度　６講座　延べ419人（コロ
ナのため４講座中止）

傾聴ボランティア講座についてはニー
ズが高く、受け入れ施設が増加してい
る。
（新型コロナ流行のため訪問活動は
休止中）

技術系講座については、応募が少な
くなっているので、より効果的な広報
について検討が必要

④ 寄附文化の醸成 1 寄附の推進
募金活動への協力依頼を受けた際、
問題提起に共感し、解決方策に納得
した場合は、可能な範囲で寄附を行う
と同時に、市民にも協力の呼びかけを
検討します。

市民
専門機関

16
-1

福祉政策課 計画通りに実行中
４年間で集まった赤十字募金の実績
額
23,017,953円

各町会・自治会を通じて募金の寄付
を行った。

引き続き募金活動への協力を行って
いく。

募金活動への協力依頼を受けた際、
問題提起に共感し、解決方策に納得
した場合は、可能な範囲で寄附を行う
と同時に、市民にも協力の呼びかけを
検討します。

市民
専門機関

16
-2

社協総務課
（総務係）

（計画通りに実行中）

街頭募金協力額
H29年度：591,518円
H30年度：618,881円
令和元年度：661,807円
令和２年度：491,688円

募金活動の実施状況を知ってもらう
場を設けている（赤い羽根教室）。
市民への直接的な呼びかけとして街
頭募金を実施した。協力者は、主に
民生委員児童委員、ボランティア連絡
会、小・中・高等学校がある。
主として募金活動による配分を受ける
団体が自分たちで集めている。

協力者の確保が大きな課題となって
いる。募金活動実施時に寄附の活用
目的などを明確にすると共感・理解が
得やすいと考えている。

災害義捐金の受付や災害支援を行っ
ている日本赤十字社募金等、目的を
明確化した寄附の募集を行います。

市 17 福祉政策課 計画通りに実行中
４年間で新たに募集を行った義捐金・
救援金の数21件

近年様々な地域で災害が発生してい
るが、各災害ごとに義捐金の募集を
受付している。

災害発生の増加により、一層義捐金
受付時にはどの災害に関するもの
か、目的の明確化が必要である。

地域課題解決のための財源確保に向
けて、善意銀行※や社協会員会費、
共同募金運動のしくみや実施方法に
ついて、企業や市民等からより共感を
得られるような取り組みを推進しま
す。

社協 18
社協総務課
（総務係）

社協地域福祉課
計画通りに実行中

善意銀行受託件数
H29年度：
寄付　102件　1,697,118円
物品　16件
H30年度：
寄附　130件　7,096,988円
物品　25件
令和元年度：
寄附　93件　2,805,766円
物品　29件
令和2年度：
寄附　62件　7,410,968円
物品　23件

社協会員会費協力件数
H29年度
4,453人・団体　7,865,000円
H30年度：
4,368人・団体　7,583,000円
令和元年度：
4,040人・団体　7,314,000円
令和2年度：
3,586人・団体　6,753,000円

共同募金
H29年度：11,823,481円
H30年度：11,471,611円
令和元年度：11,668,885円
令和2年度：10,225,047円

善意銀行では、地元の福祉に役立て
たいと民間企業や遺族からの寄付が
あり、広報誌に掲載したことで、どの
ような寄付の形があるのかと市民より
相談があった。
社協会員会費では、継続して地域・関
係団体より寄付があった。寄付の依
頼を通じて、社協を知ってもらい他の
活動協力に繋がった。
また、指定寄附窓口を増設したことで
寄付の増額があった。
共同募金では、戸別募金（町会・自治
会）や災害義援金も含めた寄付協力
者があった。継続協力者も多いが、災
害義援金・ふるさと納税をきっかけに
ご協力いただくことが出来た。また、ク
レジットカード決済による寄付が可能
になったことで寄付活動のハードルが
下がったと考えている。

社会福祉事業に共感頂けるよう、広
報啓発を行っていく。キャッシュレス化
に対応できるよう、寄付の受付方法を
検討していく必要があると考えてい
る。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

１　地域福祉の担い手づくり （１） 福祉教育・社会貢献学習
の推進～子どもも大人も共に
学びあい、次世代の地域の担
い手を育てる

④ 寄附文化の醸成 2 寄附教育の推進
子どもたちを含めた市民が寄附に対
して正しい知識と理解を得られるよ
う、赤い羽根キッズ教室への参加協
力や、子どもたちとの街頭募金の共
同実施等を行います。

市民 19 社協地域福祉課 計画通りに実行中

・民生委員が子どもたちと街頭募金を
した回数
（29年度５、30年度６、元年度４、２年
度２）

民生委員等に授業実施日を知らせ、
赤い羽根の使い道を学んだり、街頭
募金活動などを大人と一緒にできる
機会を増やす。

寄附はボランティアと併せて社会貢献
の両輪であるという認識のもと、子ど
もたちが寄附について、正しい知識と
理解を得られるよう小中学校への情
報提供を行います。

市 20 自治振興課 実行していない

赤い羽根キッズ教室等を通じて、子ど
もたちが地域課題を知り、その解決に
募金活動や寄附を通じて関われる機
会を提供します。
また、市民に対しても、その時々の地
域課題解決に向けた取り組みの必要
性を伝え、共感を促すことで、寄附に
よる「参加」を促します。

社協 21 社協地域福祉課 計画通りに実行中
・赤い羽根キッズ教室の開催
（H29年度8回、H30年度9回、元年度4
回、２年度３回）

（民生委員より）元気な子どもたちと街
頭募金を行うことにより、立ち止まっ
てくれる市民が多い。よって寄付額も
多くなる。

（教職員より）赤い羽根キッズ教室を
受けることで、共同募金がどんなこと
に使われているのか、現物を見れた
り、具体的に知ることができる。積極
的な呼びかけが出来るようになるな
ど、子どもたちが募金活動に取組む
姿勢が変わる。

共同募金担当教員に今年の実施意
向の確認をしたり、計画を立てる際の
学校訪問時に授業内容の提案をする
などの働きかけを行う。また、担当教
員だけでなく、校長会での提案も行
う。そして、学校で確保できる時間に
応じながら、授業を取り組んでくれる
学校を増やす。

（２）ボランティア・市民活動団
体の組織基盤の見直し　～こ
れからの時代にあった組織や
活動のあり方へ転換する～

① 市民活動団体の組
織基盤の見直しと
地区別地域福祉活
動推進計画（仮称）
の策定

1 市民懇談会の開催と地区別地域福祉
活動推進計画（仮称）の策定 多様な世代や立場の市民が集う市民

懇談会に参画し、地域課題の絞り込
みや組織、行事の棚卸を行います。ま
た、市民が活動に参加しやすい受け
入れ体制・魅力向上の検討を行いま
す。
地区別地域福祉活動推進計画（仮
称）については、第５次計画に向けて
策定できるよう、検討します。

市民 22 社協地域福祉課 一部実行している

光明地区に関しては継続して会議を
開き、子ども会等へのヒアリングを進
め、活動が円滑に行われるよう仲介
的な役割を果たしている。
また、北野町では、全世帯アンケート
を実施し課題を抽出し、必要な活動を
定め、その活動に必要な担い手の部
分について検討を進めている。

地域組織の見直しは、地域自らが必
要性を感じ進めていかないと先に進
まないことが分かってきた。今後は取
り組みたいという地域（町レベル含
む）に寄り添い、できる地域から進め
ていきたい。

市民懇談会に参画し、地区別地域福
祉活動推進計画（仮称）の策定を支援
します。

市 23 福祉政策課 一部実行している
光明地区・常盤地区2地区の「わが街
の未来をつくる、市民懇談会プロジェ
クト」に参画し、活動支援を行った。

両地区とも住民アンケートの実施によ
り地域課題の絞り込みが進み、課題
解消に向けた検討が進められてい
る。

既存プロジェクトへの支援継続ととも
に、新規プロジェクトが立ち上がった
際にも可能な限り活動支援に努め
る。

地域の市民活動実践者を対象とした
市民懇談会を継続開催し、地域にとっ
ての団体の機能・役割の明確化に向
けた組織と行事の棚卸、最優先課題
の絞り込み、重点的に行う地区別地
域福祉活動推進計画（仮称）の策定を
支援します。

社協 24 社協地域福祉課 一部実行している

光明地区・常盤地区2地区においてモ
デル的に市民懇談会プロジェクトを実
施し、全世帯アンケート・住民懇談会・
勉強会を行なった。光明校区におい
ては、継続して実施しており、町会、こ
ども会の組織の見直しに入っている。

また、町会レベルでは、北野町では、
全世帯アンケートを行い、課題を抽出
し、居場所づくりに向けて検討を進め
ている。

１～２年単位で担い手が変わる組織
は、活動は継続されるが、必要性を
議論したり、活動を検討することがし
にくく、このような検討する場はとても
必要であるとの意見が出ている。

地域組織の見直しは、地域自らが必
要性を感じ進めていかないと先に進
まないことが分かってきた。今後は取
り組みたいという地域（町レベル含
む）に寄り添い、できる地域から進め
ていきたい。

2 地域型組織間の連携

災害時等を見すえ、町会・自治会、地
区市民協議会、地区福祉委員会等の
活動が相互に連携できる体制づくりを
推進します。

市民
25
-1

危機管理課 計画通りに実行中

市民の自主的な防災活動の推進と各
防災福祉コミュニティ・自主防災会（以
下：防コミ）相互の連携、地域自主防
災体制の確立を目的に防コミ協議会
を設立し、中学校区単位で選出され
た幹事により、年4～5回幹事会を開
催。主に、総合訓練や防災講演会の
テーマ・内容について検討している。

各地域の防災に関する取り組みや事
例の報告や意見交換をするなかで、
徐々にではあるが、防災に関する情
報共有など、相互の繋がりが出来つ
つある。

現在71組織が結成されているが、防
コミが全く組織されていない小学校区
もある。また、訓練等は各防コミごと
に実施されているが発災時等の市と
の連携方法が共有できていない。組
織結成を促進するとともに、市との連
携方法を構築する。

災害時等を見すえ、町会・自治会、地
区市民協議会、地区福祉委員会等の
活動が相互に連携できる体制づくりを
推進します。

市民
25
-2

社協地域福祉課 （一部実行している）

活動母体を地区福祉委員会に置きな
がら、町会（隣組）・自治会・民生児童
委員・老人会・婦人会などと連携しな
がら災害時を見すえて連携できる体
制づくりを実施している。

災害時・緊急時に備えたネットワーク
づくりを検討する中で日頃の顔の見え
る関係性の強化につながるとともに、
新たな地域課題の発見や、住民同士
の懇談会の場が岸和田内に増えた。
本当に地区福祉委員会として把握す
べき人へリーチできる仕組みづくりを
している。

町会・自治会の加入していない世帯
へのアプローチや、そもそも地区福祉
委員会機能が弱体化している校区に
ついての支援が必要
町単位・自治会単位でのきめ細やか
な支援を継続していく

各地域での取り組みに関して情報収
集を行い、相互に情報交換ができる
場を設けます。

市 26 自治振興課 計画通りに実行中
地区市民協議会交流研修会
（平成29年度と30年度は２回、令和元
年度と２年度は１回実施）

交流研修会は、24地区の市民協議会
の関係者が参加しており、うち１地区
が活動事例の発表を行っている。
参加者からは、他地区の活動事例を
知ることで、自身の地区の活動にとっ
て大いに参考になっているとの感想
が多数寄せられている。

交流研修会の参加者は、60才以上が
７割以上を占めている。今後の担い
手となる若い世代にも参加してもらえ
るよう、工夫していく必要がある。

3 / 22 ページ
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

１　地域福祉の担い手づくり （２）ボランティア・市民活動団
体の組織基盤の見直し　～こ
れからの時代にあった組織や
活動のあり方へ転換する～

① 市民活動団体の組
織基盤の見直しと
地区別地域福祉活
動推進計画（仮称）
の策定

2 地域型組織間の連携

地域内で各種団体が協働で地域活動
に取り組み、総合的な力を発揮できる
よう、地域担当者の会議への参画等
を通じて、組織体制づくりへの支援を
行います。

社協 27 社協地域福祉課 計画通りに実行中
月1回の地区担当者会議を実施
地域支援について担当者5名で話合
う

市内のモデル実践校区に対しては、
全地区担当者で活動実践を共有し、
他の校区に対して支援体制を深めて
いる。

担当者の職務経験によったり、担当
圏域の地域性によって支援に偏りが
出ること
同じ目標を共有し、必要であれば他
市の実践事例も参考にしながら支援
を拡大していき、市民が自ら活動を実
施できるよう自立支援を行う。

3 市民活動団体等におけるリーダーの
育成 地域内で、各種団体の役割等を次世

代にスムーズに引き継げる体制づくり
を行います。

市民
28
-1

自治振興課 一部実行している

地域内で、各種団体の役割等を次世
代にスムーズに引き継げる体制づくり
を行います。

市民
28
-2

社協地域福祉課 （一部実行している）

市民活動団体のリーダーを対象にし
た運営や組織体制に関する各種講座
を開催します。

市 29 自治振興課 計画通りに実行中

市民活動サポートセンターにおいて、
市民活動を支援するための講座を実
施している。

▼年度別実施状況
平成29年度３回
平成30年度２回
令和元年度5回
令和２年度４回

各種講座が受講者にとって有益な内
容になるよう、ニーズに合わせて実施
するようにしている。そのため、受講
後のアンケート調査では毎回高評価
を得ている。

引き続き、市民活動実践者のニーズ
に合わせた講座を実施していく。ま
た、講座受講者から新たな協働の
ネットワークが広がっていくような仕掛
けをしていくことも、重要である。

市と協働での講座開催に加え、ボラン
ティア・地域活動コーディネーターの
養成講座を行い、より実践的に地域
内の人材を育て、人と人をつなげられ
るリーダーを育成します。

社協 30 社協地域福祉課 計画通りに実行中

市民活動ステーションコラボラ実行委
員は、10名で運営している。テーマ型
のボランティアコーディネーションを市
民の目線で行っている。
令和２年度：年１回開催２７人参加

この取り組みを更に啓発できるように
進めていく。

② 地区福祉委員会の
基盤整備

1 多様な関係者の参画

地域内の様々な立場や分野の関係
者が地域課題解決に向けて議論し、
協働できる地区福祉委員会のあり方
を検討し、組織基盤の強化をめざしま
す。

市民 31 社協地域福祉課 一部実行している

光明地区・常盤地区2地区においてモ
デル的に市民懇談会プロジェクトを実
施し、全世帯アンケート・住民懇談会・
勉強会を行なった。光明校区におい
ては、継続して実施しており、町会、こ
ども会の組織の見直しに入っている。

また、町会レベルでは、北野町では、
全世帯アンケートを行い、課題を抽出
し、居場所づくりに向けて検討を進め
ている。

１～２年単位で担い手が変わる組織
は、活動は継続されるが、必要性を
議論したり、活動を検討することがし
にくく、このような検討する場はとても
必要であるとの意見が出ている。

地域組織の見直しは、地域自らが必
要性を感じ進めていかないと先に進
まないことが分かってきた。今後は取
り組みたいという地域（町レベル含
む）に寄り添い、できる地域から進め
ていきたい。

地域担当者を配置し、会議等に参画
する中で、組織体制について提案し、
テーマ型※ＮＰＯや地域の福祉事業
所等が地区福祉委員会に参画できる
ような調整を行い、組織基盤を強化す
るための支援を行います。

社協 32 社協地域福祉課 実行していない

2 助けあいの網の目づくり

地域包括支援センターやコミュニティ
ソーシャルワーカー等、市をはじめと
する医療、福祉の専門機関と連携し
ながら活動を進められるよう、地域ケ
ア会議※への参加等を含めて、定期
的に情報共有できる機会を持ちます。

市民
33
-1

介護保険課 計画通りに実行中

・６包括会議への出席毎月
・CSW会議への出席毎月
・認知症ネットワーク会議への出席３
カ月に１回
・地域ケア会議への出席、H29年度10
回、H30年度7回、H31年度8回、Ｒ２年
度５回
・自立支援型地域ケア会議の開催、
H30年度15回、H31年度21回、Ｒ２年
度１７回
・医療介護連携拠点会議への出席毎
月

各種会議へ参加することで、多職種
による情報共有や課題対策を行い、
地域の助け合いネットワークを構築し
ている。

引き続き、ネットワーク構築に努める
とともに、地域の課題解決に向けた具
体的な検討を進めていく。

地域包括支援センターやコミュニティ
ソーシャルワーカー等、市をはじめと
する医療、福祉の専門機関と連携し
ながら活動を進められるよう、地域ケ
ア会議※への参加等を含めて、定期
的に情報共有できる機会を持ちます。

市民
33
-2

社協包括
（都市中核）

（計画通りに実行中）

地域ケア会議は平成29年度j実施、平
成30年度未実施、令和元年度実施、
令和２年度は未実施。その他いきい
きサロンやリビングに出向いている。

地域との関係が構築できていると地
域住民からの相談の増加や見守り体
制に協力していただけることが可能に
なる。

包括社協が担当するすべての圏域で
定期的に情報共有できる機会を確保
できていない。

地域ケア会議を開催し、地区福祉委
員会との連携を図っていきます。

市
専門機関

34
-1

介護保険課 計画通りに実行中

地域包括支援センターに委託し、地
域ケア会議を開催。H29年度１０回、
H30年度７回、H31年度８回、Ｒ２年度
５回開催。

各圏域において、定期的に地域ケア
会議を開催することで、地域課題の
把握、課題解決、地区福祉委員会等
地域とのネットワークを構築し、連携
を図っている。

引き続き、地域ケア会議を開催し、地
区福祉委員会等と連携することで、地
域課題の解決を進めていく。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

１　地域福祉の担い手づくり （２）ボランティア・市民活動団
体の組織基盤の見直し　～こ
れからの時代にあった組織や
活動のあり方へ転換する～

② 地区福祉委員会の
基盤整備

2 助けあいの網の目づくり

地域ケア会議を開催し、地区福祉委
員会との連携を図っていきます。

市
専門機関

34
-2

社協包括
（都市中核）

（一部実行している）
地域ケア会議は平成２９年度実施。
平成３０年度未実施。令和元年度実
施。令和２年度は未実施。

平成２９年度令和元年度に実施。ケ
ア会議実施における地区福祉委員会
とのネットワーク構築の効果は少ない
と思われる。

平成２９年度令和元年度に実施。ケ
ア会議実施における地区福祉委員会
とのネットワーク構築の効果は少ない
と思われる。

地域組織と専門機関との連携・協働
をつなぎ、緊急時の対応等を個別プラ
ンとして策定できるよう支援を行いま
す。
地域課題を通じて専門職の意見から
も政策決定につなげていく場として地
域ケア会議に参加し、運営に協力して
いきます。

社協 35
社協包括

（都市中核）
計画通りに実行中

緊急時は個別の事案に合わせ、地域
包括支援センター内で協議し、対応で
きる体制をとっている。

緊急時は個別の事案に合わせ、各関
係機関と役割分担をすることで、多職
種で連携できるネットワーク構築を図
ることができている。

地域組織や専門機関との連携におい
て、連絡等が不十分な事案もある。地
域包括支援センター内で十分に検討
する必要がある。

（３）多様な主体による市民活
動・社会貢献活動の推進～担
い手の裾野を広げるしくみづく
り～

① 市民活動を支える
中間支援機能の強
化

1 市民活動サポートセンターの設置

運営委員会等を通じて市民活動サ
ポートセンターの運営に参画し、市民
の目線から、有効な中間支援のあり
方について提案します。

市民 36 自治振興課 計画通りに実行中

市民活動団体などを対象にアンケー
ト調査を実施。サポートセンターの運
営にかかるニーズを調査した。
また、サポートセンターの運営のあり
方や、中間支援のあり方に対する市
民の自由な意見を聞くために、平成
30年度から、毎月１回「きしさぽ座談
会」を実施した。

アンケートを実施することにより、市
民活動団体や事業所の実態、サポー
トセンターの運営におけるニーズを把
握することができた。また、サポートセ
ンターの認知度も徐々にではあるが
上がりつつあり、利用促進につながっ
ている。

引き続き、サポートセンターの認知度
向上や利用促進のための広報活動を
実施していく必要がある。また、市民
活動者のニーズに応えられるよう、運
営にかかる改善を随時行っていく。

市民活動サポートセンターの設置・開
設に向けた取り組みを進めます。

市 37 自治振興課 計画通りに実行中

平成29年７月18日の福祉総合セン
ターリニューアルオープンに合わせ
て、市民活動サポートセンターを開設
し、運用を開始した。

▼年度別実施状況（1日あたり利用者
数）
平成29年度約7人
平成30年度約16人
令和元年度約14人
令和２年度約9人

平成29年度の開設当初は、スペース
利用、活動団体のチラシの配架依頼
や、簡単な問合せが多数を占めてい
た。ホームページや広報等で、利用
方法や講座案内等を継続して行うこと
により、相談業務や市民活動のコー
ディネート業務に関する利用件数は
増加している。

平成29年の開設以降、利用者との関
係性を築いてきた結果、相談業務か
らNPO法人の設立に至ったケース
や、団体間のマッチングへとつながっ
たケースが多数出ている。今後もこの
流れを止めることなく、市民活動支援
の拠点として機能していくことが必要
である。

市民活動サポートセンターとの連携に
より、相乗効果を生み出せるようなボ
ランティア活動支援を行います。

社協 38 社協地域福祉課 実行していない
市民活動サポートセンターとの情報
交換の機会を持てておらず、連携に
至っていない。

2 中間支援機能強化に向けた体制整備
可能な範囲で、地区ボランティアセン
ターの設置を検討し、地域内の様々
な人材が地域課題の解決に参加でき
るしくみづくりを進めます。

市民
39
-1

自治振興課 実行していない

可能な範囲で、地区ボランティアセン
ターの設置を検討し、地域内の様々
な人材が地域課題の解決に参加でき
るしくみづくりを進めます。

市民
39
-2

社協地域福祉課 （実行していない）

地区ボランティアセンターを設置する
場所の問題などをクリアできておら
ず、ボランティアセンターの人員配置
も充分でないため、検討する段階に
至っていない。

市民活動サポートセンターが設置され
た際に、地域の課題解決を担う市民
活動実践者の育成と活動支援を行う
ための体制整備を進めます。

市 40 自治振興課 計画通りに実行中

市民活動サポートセンターでは市民
活動における支援の拠点として、地
縁型・テーマ型を問わず市民活動実
践者のニーズに対応できるように相
談体制を整えている。

▼年度別実施状況（相談件数）
平成29年度48件
平成30年度175件
令和元年度176件
令和２年度126件

市民活動サポートセンターの認知度
を上げるための広報活動を継続して
行った結果、利用者数や相談件数が
増加。それに伴い、相談から市民活
動の実践につながったケースも増加
した。

今後も引き続き地縁型・テーマ型を問
わず市民活動実践者のニーズに対応
できるように相談体制を整えていく。

ボランティアコーディネート・ファンドレ
イジングの知識とスキルを持った専門
職を育成し、地域の課題解決に参加
する市民の育成と活動支援を行うた
めの体制整備を進めます。また、市民
と協働での地区別のボランティアセン
ターの設置を検討します。

社協 41 社協地域福祉課 実行していない

地区ボランティアセンターを設置する
場所の問題などをクリアできておら
ず、ボランティアセンターの人員配置
も充分でないため、検討する段階に
至っていない。

3 ボランティア活動支援の充実

ボランティア活動経験者が初心者の
サポートを行う等、同じ市民同士だか
らこそできるボランティア活動支援を
行います。

市民
42
-1

自治振興課 計画通りに実行中

市民活動サポートセンターでは、市民
活動をしたいと希望している団体だけ
ではなく、個人に対しても随時、積極
的に相談による活動支援を実施して
いる。

個人の相談者の中から、サポートセ
ンターによるマッチングにより、市民
活動に関して同じ志を持つ者同士が
共感し合い、新たに団体を立ち上げ
てネットワークを広げるケースや、そ
のまま個人で活動するケースもある。

個人相談者を支援する立場として、ヒ
アリングを通じてニーズを的確に把握
し、最適な支援を実施していくことが
必要である。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

１　地域福祉の担い手づくり （３）多様な主体による市民活
動・社会貢献活動の推進～担
い手の裾野を広げるしくみづく
り～

① 市民活動を支える
中間支援機能の強
化

3 ボランティア活動支援の充実
ボランティア活動経験者が初心者の
サポートを行う等、同じ市民同士だか
らこそできるボランティア活動支援を
行います。

市民
42
-2

社協地域福祉課 （一部実行している）
市民活動ステーションコラボラ
年1回　27人参加

市民活動ステーションコラボラ、ボラン
ティア経験者がボランティア活動希望
者をサポートする体制をつくってい
る。

さらに多くの市民ボランティアコーディ
ネーターの育成が必要。

学校支援地域本部※等の教育分野
や岸和田ファミリーロードプログラム
※の環境美化活動等において、市
民・自治会・企業等と協力し、ボラン
ティア活動を支援します。

市
43
-1

生涯学習課 計画通りに実行中 11中学校区

地域と学校が繋がり、地域の方によ
る草ひきや学校整備などができてい
る。校区によっては運動会のテントの
貸し出しやテント張りの協力も行って
いる。

コミュニティスクールの検討・導入が
必要となってきている。また、ボラン
ティアの確保にも課題あり。（令和３年
度より、放課後子ども教室は学校教
育課の所管になる。）

学校支援地域本部※等の教育分野
や岸和田ファミリーロードプログラム
※の環境美化活動等において、市
民・自治会・企業等と協力し、ボラン
ティア活動を支援します。

市
43
-2

建設管理課 （計画通りに実行中）

岸和田市ファミリーロードプログラム
においては、平成28年4月時点の参
加団体が57団体であったが、令和３
年4月時点においては59団体となっ
た。

地域活動の活性化や、市民の道路へ
の美化意識の向上。

新規団体が参加してもらえるような取
り組み。また、既に参加している団体
について、引き続き活動していけるよ
うにサポートをしていく。

市民参画によって市民活動実践者の
交流の場づくりを行うとともに、地域担
当者との連携により、よりきめ細やか
な地域密着型のボランティアコーディ
ネートを行います。

社協 44 社協地域福祉課 計画通りに実行中

市民と共に、市民活動実践者交流の
場づくりをH29年度は6回、H30年度は
3回、R1年度は3回、R2年度は１回実
施した。H29年度は391名、H30年度
は、839名、R1年度は710名、R2年度
は２７名の参加があった。コロナ禍に
おいて、感染症対策をはかりながら交
流の機会を継続していく。

地区担当者が複数名交流の場づくり
に関わることで、ボランティアセンター
に登録しているボランティアのみなら
ず、地域を活動拠点にしている市民
活動者とも連携を生むコーディネー
ションができた。中には生活課題を解
決する取り組みもあった。

参加している地域住民に偏りが見ら
れる。
今後実行委員のメンバーが多様な世
代が集まれるような工夫が必要。

② 災害時のボランティ
ア支援体制の構築

1 災害ボランティアセンターの設置に向
けた体制整備

「きしわだ災害ボランティアネットワー
ク」への参画や災害ボランティアセン
ター設置・運営訓練への参加を通じ
て、日頃から多様な関係者同士の情
報共有による顔の見える関係づくりを
行います。
災害時には、災害ボランティアセン
ターと困りごとを抱えた市民をつなぐ
パイプ役等により、皆で協力してス
ムーズな暮らしの復旧・復興をめざし
ます。

市民 45 社協地域福祉課 計画通りに実行中
令和2年度は「きしわだ災害ボランティ
アネットワーク会議」を6回開催し、情
報共有することができた。

「多職種の意見交換ができたり、情報
を共有できるネットワークがあること
は、災害時に活かされると思う。」とい
う意見があった。
実際に災害ボランティアセンターの動
きを感じることができ、理解につな
がっている。

災害ボランティアセンターの役割を広
く周知することが必要。サテライトとし
ての動きができる地域を増やしていく
必要がある。

災害ボランティアセンターの設置に必
要な庁内の調整等を行います。

市 46 福祉政策課 計画通りに実行中
平成30年台風21号の被災状況を受
けて、庁内調整を行い災害ボランティ
アセンターを設置

-
今後も関係各所との連携を図り、大
規模災害時の対応に努める。

 災害ボランティアセンター設置・運営
の手引きに基づいた訓練の実施とと
もに、市災害対策本部内の他部門と
の連携のあり方、また「きしわだ災害
ボランティアネットワーク」の継続開催
により、地域組織、企業、専門職との
連携のあり方について、具体的に検
討します。
大規模災害が発生した場合の外部支
援の受け入れのあり方について、熊
本地震等での実情を検証し、災害ボ
ランティアセンターの位置づけを含
め、検討していきます。

社協 47 社協地域福祉課 計画通りに実行中
上記、災害ボランティアネットワーク会
議において、継続して議論を進めてい
く。

きしわだ災害ボランティアネットワーク
では、市内事業者や団体のほか、危
機管理課や福祉政策課など市関係課
とも連携することができた。民間団体
との連携構築につながった。

さまざまな年代の参加を促していくこ
とができれば、更に大きなネットワー
クを構築することができる。

③ 社会福祉法人によ
る地域貢献活動の
推進

1 地域貢献活動実施に向けた支援

地域のニーズに即した、地域貢献活
動に主体的に取り組みます。

専門機関 48 社協地域福祉課 一部実行している

地域のニーズを把握し、寄付者とをつ
なぐ取り組みを日常的に行っている。
市内の企業からの寄付金や農家から
の食材寄付を寄付者の意思に沿うよ
う寄付先の調整を行っている。

民間社会福祉施設連絡協議会から、
災害ボランティアネットワークへメン
バーを選出し、災害VC設置訓練等に
参画する。
子どもの居場所円卓会議に定期的に
寄付をいただいている企業や団体に
出席いただいて子ども食堂や地域福
祉活動の情報共有を行うなどの連携
できるよう顔が見える関係づくりを
行っている。

買い物支援等、より市民の生活支援
に関わる取組みを推進していく。コー
プによる移動販売車の運行が岸和田
市内（光明地区・常盤地区）で取り組
まれている。
企業の地域における社会貢献活動の
支援を行い、地域福祉に企業がかか
われる環境づくりに取り組む。

社会福祉法人の地域貢献活動の充
実のため、地域の課題の情報共有と
ともに、実施している社会福祉事業を
踏まえた公益的な活動のための環境
整備を進めます。

市 49
広域事業者指導

課
計画通りに実行中

岸和田市、泉大津市、貝塚市、和泉
市、高石市及び忠岡町が共同設置す
る社会福祉活動支援地域協議会を毎
年度１回開催。（令和２年度は新型コ
ロナウイルス感染症の影響で開催中
止）

地域課題の共有や、地域の関係者に
よるそれぞれの取り組み内容の共有
を図った。（令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響で開催中止）

今後も地域課題や好事例を情報共有
し、情報発信をする。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

１　地域福祉の担い手づくり （３）多様な主体による市民活
動・社会貢献活動の推進～担
い手の裾野を広げるしくみづく
り～

③ 社会福祉法人によ
る地域貢献活動の
推進

2 実施している社会福祉事業の広報活
動支援 社会福祉法人が実施している社会福

祉事業や地域貢献活動について、情
報発信の重要性・必要性を喚起する
とともに、市・社協を通じた情報発信・
広報についても協議していきます。

市
社協

50 社協地域福祉課 一部実行している
一部の福祉施設が実施している買い
物支援バスの情報を発信している。

他の福祉施設や団体が取り組めるよ
うに啓発活動に努める必要がある。

④ 新たな市民活動の
担い手の発掘と育
成

1 新たな担い手の発掘とコーディネート
機能の拡充

地区ボランティアセンターの設置を検
討し、身近な地域で特技や趣味を活
かしたボランティア活動の新たな担い
手を発掘します。

市民 51 社協地域福祉課 実行していない
地区のボランティアセンターの設置の
議論まで至っていない。

情報提供やボランティア講座の開催
等により、ボランティア活動の新たな
担い手の発掘を支援します。

市 52 自治振興課 計画通りに実行中

市民活動サポートセンターにおいて
は、対象を個人、団体を問わず市民
活動に係る各種講座を実施してい
る。

▼年度別実施状況
平成29年度３回
平成30年度２回
令和元年度5回
令和２年度４回

市民活動に係る各種講座は、個人、
団体を問わず受講者にとって有益な
内容になるよう、ニーズに合わせて実
施している。そのため、受講後のアン
ケート調査では毎回高評価を得てい
る。

引き続き個人、団体を問わず市民活
動実践者のニーズに合わせた講座を
実施していく。また、講座受講者から
新たな協働のネットワークが広がって
いくような仕掛けをしていくことが必要
である。

短期体験型ボランティアプログラムを
開発し、勤労者世代や学生が関わり
やすい環境づくりを行います。
また、ボランティアコーディネーション
に関わる専門職とボランティアリー
ダー層の育成を行い、地区別のボラ
ンティアセンター設置に向けた人的基
盤を整え、分野や組織形態を超えた
連携のコーディネートを行います。

社協 53 社協地域福祉課 一部実行している

ボランティア体験プログラムを契機に
継続して各種ボランティア活動をして
いる学生による若者ボランティアグ
ループの立ち上げ支援を行い、若者
のボランティア活動をより活発にでき
るよう仕掛ける。

新たな若者が継続してグループに関
わる人が増えるよう広報するととも
に、現在活動している若者が継続で
きるようサポートする。

2 事業者の社会貢献活動の推進

自社の強みを活かした地域貢献のあ
り方を考え、事業者バンク等への積極
的な登録を行います。

専門機関 54 自治振興課 計画通りに実行中

市ホームページにて事業者バンク登
録についての広報を行っている。
新規登録数は、平成29・30年度と令
和元年度は0、令和2年度は1事業者
であった。

事業者のCSR（企業の社会的責任）
活動に対する意識は向上している。

事業者バンクの利用者数が伸びてい
ない。更なる広報の必要性と事業所
の登録を増やし、利用できるメニュー
を増やしていくことによって利用者数
の増加を図る必要がある。

事業者が地域に社会貢献できるよう
に、事業者バンク登録を市民に周知
し、活動が広がっていくよう支援しま
す。

市 55 自治振興課 計画通りに実行中

市ホームページにて事業者バンク登
録についての広報を行っている。
平成29年度に、事業者バンクを利用
したマッチング事業の実績が１件あっ
た。

利用者にとっては経費をかけることな
く事業所の持っている資源を利用でき
る。また事業所にとってはCSRを実行
することができるため、両者にとって
有益である。

事業者バンクの登録を希望する事業
者数が伸びていない。まちづくりに関
わる事業者の数が増えるよう、取り組
んでいく必要がある。

事業者が地域での福祉活動に関われ
る機会が持てるよう、福祉関係団体と
の連携をつなぎます。

社協 56 社協地域福祉課 一部実行している
通常のボランティアセンターの相談対
応の中で調整している。

２　地域ぐるみによる安心・安全
な地域の支えあい体制づくり

（１）誰もが集えるリビングづくり
～居場所と役割を持てる地域
の交流拠点づくり～

① 公民館や町会館等
を活用した地域の
拠点づくり

1 誰もが集えるリビングの充実
市民有志が中心となり、問題の予防
や早期発見ができ、一人でも多くの人
が身近な地域で居場所と役割を持て
るよう、「誰もが集えるリビング」を設
置・運営します。

市民
57
-1

福祉政策課 計画通りに実行中

リビングの運営にあたり、市が事務局
を担っている日本赤十字社のリビング
事業助成制度を積極的に利用してい
る。
４年間での制度利用回数：1９回

リビングの設置・運営により地域での
交流の場を提供出来ている。

リビングを設置・運営するだけではな
く、周知等を積極的に行い、利用者の
増加を図る。

市民有志が中心となり、問題の予防
や早期発見ができ、一人でも多くの人
が身近な地域で居場所と役割を持て
るよう、「誰もが集えるリビング」を設
置・運営します。

市民
57
-2

社協地域福祉課 （計画通りに実行中）

拠点数
29年度５０か所
30年度５３か所
令和元年度５０か所

リビング実践者の声：長く続いている
秘訣は、みなさんの笑顔！それが私
を元気にしてくれます。ボランティアは
若返ります。

既存のリビングについては、継続支
援を行う。例えば、参加者が減ってい
るリビングについては、リビング助成
金に活用を勧め、チラシ作成・配布の
サポートを行う。

地縁型※団体との連携をつなぐことで
の拠点確保の支援等を行うと同時
に、立ち上げに際して民間助成金の
紹介を行う等、自主的な財源確保の
支援を行います。

市 58 自治振興課 計画通りに実行中

市民活動サポートセンターにおいて、
地縁型、テーマ型を問わず、市民活
動実践者のニーズに対応できるよう
に相談体制を整えている。その中で、
民間企業や各種団体が実施している
助成金の紹介のメニューもあり、必要
に応じて提供を行っている。

地区市民協議会を対象に令和元年度
に実施したアンケート調査の結果で
は、地域の課題についての項目で、
団体同士間の連携については、課題
として上がってきていない。

現在のところ地縁型団体間の連携に
おいて支援の実績はないが、地域団
体の共通の課題である担い手不足
や、行事の棚卸しの議論が進み、各
地縁型団体同士の統合の議論となっ
た時に、支援の必要性が生じてくる可
能性がある。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

２　地域ぐるみによる安心・安全
な地域の支えあい体制づくり

（１）誰もが集えるリビングづくり
～居場所と役割を持てる地域
の交流拠点づくり～

① 公民館や町会館等
を活用した地域の
拠点づくり

1 誰もが集えるリビングの充実

より常設に近い形のリビングを増やす
ため、立ち上げ支援や継続に向けた
資源調達支援を伴走型で行い、５ヶ年
で週１回以上開催しているリビングが
各小学校区に最低１か所以上オープ
ンしていることをめざします。
また、昼間の居場所づくりにとどまら
ず、必要性に応じて夜間の子どもを中
心とした孤食の課題解決の場づくりの
支援も行います。

社協 59 社協地域福祉課 一部実行している

校区内に週１回以上、リビングがオー
プンしている校区の数
平成29年度は13校区、平成30年度は
13校区、令和元年度20校区。令和２
年度はコロナウイルス対策もあり開催
していない箇所がほとんどで、実施し
ておれば２０校区程度。

参加者の声①：毎週木曜の朝は、ここ
に来るって決めてるねん。
参加者の声②：みなさんとおしゃべり
しながらの食事は最高！

リビングがまだ一つも無い校区があ
る。その地域には、地域住民のニー
ズ調査を行う。１つのリビングが毎週
実施することがベストだが、月１回や
月２回から始めて、段階を踏んで回数
を増やすなど、地域担当者が運営の
支援を行う。

2 生活課題を抱える人を対象とした居
場所の運営

居場所づくりにボランティアで参加した
り、市民有志で居場所を立ち上げるこ
とで、日頃からの地域での顔の見える
関係づくりを進めます。

市民 60 社協地域福祉課 一部実行している
市内に17か所の居場所が立ち上がっ
ています。日頃からつながりのある市
民で居場所を運営しています。

さまざまな人が集える場づくりとして
運営していく中で困りごとを持つ子ど
もや、障害のために生きづらさを持つ
人の居場所として機能しています。市
民がそういった人と顔の見える関係を
つくることで地域課題の早期発見と予
防のネットワークを広げます。

専門職の支援が特に必要な方が居
場所に定期的に参加できるよう検討
していきます。

居場所への専門職の参画等を推進し
ます。

市 61 福祉政策課 実行していない
専門職自身が積極的に地域の中で
居場所への参画を行っている。

町会や市民、介護事業所等の関係機
関と繋がることで、生活課題を抱える
人の相談支援には繋がった。

居場所への専門職の参画は自主的
にできているため、今後は専門職が
生活課題を抱える人と居場所を繋ぐ
役割を果たすことが必要。

認知症、知的障害や精神障害のある
人等の判断能力が不十分な方、ま
た、介護保険サービスや自立支援給
付※等の制度利用につながらない
方、社会的ひきこもり等の生活課題を
抱える方を対象とした、居場所づくり
や生活への見守り・助言やグループ
活動を実施します。

社協 62

社協総務課
(生活困窮担当)

社協地域福祉課

一部実行している

制度の枠に当てはまらない方への支
援として地域のリビング等の居場所
やボランティア活動の紹介等を実施
するほか、「げんきの会」とボランティ
アセンターが共催で「こころの居場所」
を2ヶ月に1回運営しており、毎回平均
10名の参加者で時間を過ごしてい
る。

こころの居場所では、障害がある当
事者も運営側でBGM担当をしており、
社会参加の一環となっている。

地域の居場所などで障害がある人を
自然に受け入れられるために、ボラン
ティアスタッフの障害への理解を深め
る働きかけをしていく必要がある。

3 啓発パンフレットの継続発行と内容の
改善 誰もが集えるリビングの啓発パンフ

レットを継続して発行するとともに、従
来のものよりも具体的にリビングの立
ち上げや運営のノウハウ等を盛り込
み、初心者も取り組みが始めやすい
ものに改善します。

社協 63 社協地域福祉課 計画通りに実行中

・リビング・子どもの居場所の各拠点
の情報を盛り込んだガイドブックを作
成
・リビング立ち上げ説明会を29年度に
初めて実施（子どもの居場所と合同
開催）

リビングガイドブックの作成が決まっ
た時の実践者の感想：色んなリビング
の様子が紹介されているので、リビン
グを知らない初心者でもわかりやす
い。

② 空き家等を活用した
地域の拠点確保

1 拠点確保の推進
誰もが集えるリビング等のための活
動拠点を無償や低価格で提供できる
場合は、活用を希望する市民と連携
を進めます。

市民 64 社協地域福祉課 一部実行している
空家・空き店舗を地域の活動拠点に
使用して構わないという申し出を随時
受付

空家を使って欲しいという市民の声：
家は人が使わないと痛んでしまうの
で、居場所として使ってもらえるとあり
がたい。

拠点確保に向けて、市の住宅関連部
門や大学等と連携し、空き家の活用
についての検討の場を設けます。

市 65 住宅政策課 計画通りに実行中

以下のとおり、検討の場を設けた。
・岸和田市空家等対策協議会　7回/4
年
・庁内空き家対策連絡会議
「空家等利活用分科会」　5回/4年
・宅建協会泉州支部との協定締結
(H31.2月)による
「空き家無料相談会」　51件/2年

庁内関係課や民間(不動産業）との
ネットワークを構築できた。

空き家無料相談会の申込(H31・18
件、R2・33件）はあるが、リビング活動
等の拠点確保につながるような案件
は少ないので、引き続き取り組みを続
けていく。

リビング活動をはじめとするボランティ
ア活動のための拠点確保に向けて、
各種関係機関や民間事業者を交えて
検討するプロジェクトチームを立ち上
げ、より効果的に活動推進のための
拠点確保ができるしくみを検討しま
す。

社協 66 社協地域福祉課 実行していない

空家などリビングの活動拠点があっ
たとしても、実施する担い手が居ない
状況なので、需給調整が出来ない。
町会館や公民館など公共施設の活用
をすることで、拠点確保の仕組みを考
える。

（２）地域防災力の強化～「い
ざ」に備え「日々」を大切にする
共助の体制づくり～

① 地域における防災・
減災の取り組みの
推進

1 防災福祉コミュニティづくりの推進

各地域で防災福祉コミュニティの立ち
上げに積極的に取り組み、各地域で
の防災訓練の実施に加えて、防災福
祉コミュニティが主催となる市民参加
型の総合訓練を実施し、より一層災
害に強いコミュニティづくりを進めてい
きます。

市民 67 危機管理課 計画通りに実行中
平成29～令和2年度で地域の防コミ
が9組織増え、現在７1組織が地域で
活動している。

防コミが実施する訓練等の取組み
が、防コミ協議会の全体会や幹事会
で報告される中で、それらを参考に、
他の防コミにおいても、地域全体で防
災意識の高揚・活性化が図れるよう
な動きが出てきている。

災害時の防コミの初動対応に関し、
防コミ協議会の幹事会で意見交換す
るなかで、災害時における各防コミの
活動が問題提起され、どのように動け
ばよいか課題となっている。
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現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

２　地域ぐるみによる安心・安全
な地域の支えあい体制づくり

（２）地域防災力の強化～「い
ざ」に備え「日々」を大切にする
共助の体制づくり～

① 地域における防災・
減災の取り組みの
推進

1 防災福祉コミュニティづくりの推進

防災福祉コミュニティの組織率を向上
させるための立ち上げ支援を行うとと
もに、各地域や防災福祉コミュニティ
主催で行う市民参加型の総合訓練の
企画、講師派遣や備品の貸し出し等
で支援し、市民とともに防災福祉コ
ミュニティづくりに取り組みます。

市 68 危機管理課 計画通りに実行中

防コミの組織率は、世帯数比で約
80％（令和2年度末）である。地域の
防災訓練は、H29年度～R2年度の4
年間で131回、参加者が19638人。ま
た、出前講座も、本課職員が講師とな
り4年間で99回、7508人が参加してい
る。防コミ協議会主催の訓練・講演会
は、防コミ幹事が検討し、実施してい
る。

防コミ協議会で実施した訓練内容を、
参加者が持ち帰り、地域訓練として実
施しているところが出てきている（例え
ば車イス操作訓練）。また。出前講座
では、町会以外に事業者から依頼さ
れるケースも増えてきている。

地域における訓練や講座の開催に
は、町会など相当負担していることか
ら、訓練・講座の実施に係る消耗品等
の購入に対する補助が、今後の課題
である。

地域主催の防災講座への講師派遣と
ともに、地域の避難訓練や防災教室
のプログラムに、避難行動要支援者
支援の要素を組み込むことを提案し、
平常時からの見守りや支えあいのしく
みづくりにつなげていきます。

社協 69 社協地域福祉課 計画通りに実行中

中央・城北・光明・山直北の研修等で
災害時の支えあいや避難行動要支援
者に関する出前講座を実施。
また、地区福祉委員会の補助金体系
を改定し、避難行動要支援者支援制
度の啓発等に66町会・自治会が取り
組む意思を表明している。

台風21号の災害時、福祉委員や民生
委員が避難行動要支援者の名簿をも
とに訪問した地域もあり、意識の高ま
りが見られる。

今後、地域内で避難行動要支援者を
含む、日常生活を送るのにサポート
がいる人を地域で再確認するための
マッピング調査等を実施しているが、
全町会・自治会では実施できておら
ず、取り組みの推進を促していく。

② 避難行動要支援者
の支援体制づくり

1 避難行動要支援者の把握と情報共有
対象者への通知、広報・ＨＰ、講座等
で避難行動要支援者支援制度の周
知・啓発を図ります。また、避難行動
要支援者名簿の提供に同意した方の
名簿を避難支援者（町会・自治会、民
生委員・児童委員等）へ配付し、名簿
の活用方法について避難支援者と協
議していきます。

市
70
-1

危機管理課 （一部実行している）

要支援者名簿は、町会・防災福祉コ
ミュニティ協議会・消防・警察 等７組
織に配布している。
また、避難行動要支援者制度の周知
については、毎年、広報きしわだ11月
号に掲載している。

地域によって活動状況は異なるが、
平常時から要支援者の見守り活動や
避難支援訓練を実施して、災害発生
時に備えてもらっている。

地域によっては避難行動要支援者名
簿を有効活用できていない地域もあ
るため、引き続き要支援者制度の周
知に努めていく。
また、名簿の活用方法についても、名
簿配布時や防災訓練等の機会に協
議を進める。

対象者への通知、広報・ＨＰ、講座等
で避難行動要支援者支援制度の周
知・啓発を図ります。また、避難行動
要支援者名簿の提供に同意した方の
名簿を避難支援者（町会・自治会、民
生委員・児童委員等）へ配付し、名簿
の活用方法について避難支援者と協
議していきます。

市
70
-2

障害者支援課 計画通りに実行中

「岸和田市避難行動要支援者支援プ
ラン」に基づき、要支援者名簿を更新
し、町会・自治会、民生委員・児童委
員、地区福祉委員会等へ名簿提供の
同意者の名簿を配付した。（令和２年
11月に対象者720名に通知し、308名
より返送、最終2,985名の同意者の名
簿を配付）

町会の回覧板等で名簿の登録を促し
たりしているところが、増えてきてい
る。

名簿提供に同意していない人にでき
るだけ同意してもらうことや、名簿を
活用した見守りネットワークをより進
めていく。

対象者への通知、広報・ＨＰ、講座等
で避難行動要支援者支援制度の周
知・啓発を図ります。また、避難行動
要支援者名簿の提供に同意した方の
名簿を避難支援者（町会・自治会、民
生委員・児童委員等）へ配付し、名簿
の活用方法について避難支援者と協
議していきます。

市
70
-3

介護保険課 （計画通りに実行中）

避難行動要支援者支援制度について
広報11月号やホームページへ掲載
し、併せて対象者へは直接郵便でお
知らせし、避難行動要支援者名簿へ
の掲載を勧奨した。
令和２年度、全体の名簿登録者7,938
名、名簿配布に同意した方2,985名。

平成30年の大型台風接近時に、避難
支援者である民児協や災害ボラン
ティアセンターなどは要支援者名簿を
活用し自主的に安否確認に周ってい
ただいた。
 一部町会では、市の名簿を補完する
ようなオリジナルの支援者名簿の構
築を始めている。

名簿の管理体制、未登録者への勧
奨、避難訓練等への名簿活用方法、
名簿活用度の地域差の解消

2 避難行動要支援者支援プランの推進

災害時避難行動要支援者制度につい
て、地域ぐるみで周知を図るとともに、
要支援者名簿を活用し、一部の人だ
けが関わる見守り体制に留まらない、
隣近所の市民を巻き込んだ、ゆるや
かな見守り体制をめざします。

市民
71
-1

危機管理課 一部実行している

現在、要支援者名簿は、町会・防災
福祉コミュニティ協議会・消防・警察
等７組織に配布し、「共助」の体制強
化、地域の防災力向上に努めていく。

要支援者名簿を活用して、平常時か
ら見守り活動や支援訓練を行うことに
より、地域ぐるみでの支援体制を構築
できている。

要支援者名簿を活用した支援体制が
整っていない地域については、平常
時から名簿を活用した見守り活動や
訓練等を実施して支援体制を整えて
いく。

災害時避難行動要支援者制度につい
て、地域ぐるみで周知を図るとともに、
要支援者名簿を活用し、一部の人だ
けが関わる見守り体制に留まらない、
隣近所の市民を巻き込んだ、ゆるや
かな見守り体制をめざします。

市民
71
-2

障害者支援課 （一部実行している）

「岸和田市避難行動要支援者支援プ
ラン」に基づき、要支援者名簿を更新
し、町会・自治会、民生委員・児童委
員、地区福祉委員会等へ名簿提供の
同意者の名簿を配付した。（令和２年
11月に対象者720名に通知し、308名
より返送、最終2,985名の同意者の名
簿を配付）

町会の回覧板等で名簿の登録を促し
たりしているところが、増えてきてい
る。

名簿提供に同意していない人にでき
るだけ同意してもらうことや、名簿を
活用した見守りネットワークをより進
めていく。

災害時避難行動要支援者制度につい
て、地域ぐるみで周知を図るとともに、
要支援者名簿を活用し、一部の人だ
けが関わる見守り体制に留まらない、
隣近所の市民を巻き込んだ、ゆるや
かな見守り体制をめざします。

市民
71
-3

介護保険課 （一部実行している）

避難行動要支援者名簿を毎年２月に
調製し、避難支援者関係団体へ説
明・配布。
地区からの要望に応じ、令和２年度
は制度の説明を１地区で実施。

地域の防災訓練を通じ、顔の見える
関係づくりが図られ、支援体制の構築
が深められた。

支援体制づくりの地域差の解消

災害時避難行動要支援者制度につい
て、地域ぐるみで周知を図るとともに、
要支援者名簿を活用し、一部の人だ
けが関わる見守り体制に留まらない、
隣近所の市民を巻き込んだ、ゆるや
かな見守り体制をめざします。

市民
71
-4

社協地域福祉課 （一部実行している）

地区福祉委員会を中心に災害時等を
見すえ２３町会・自治会でマッピング
調査を行い、１０町会で、災害時避難
行動要支援者登録制度の登録・啓発
を行っている、令和２年度はコロナウ
イルス対策のため中止とした町会が
多い。

地域のつながりづくりを災害を切り口
に住民に啓発することで、自治組織
の必要性や日頃から顔の見える関
係・相談できる関係づくりの構築

そもそも町会の自治機能が低下して
いる場合は、課題組織化するにしても
課題が多い。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

２　地域ぐるみによる安心・安全
な地域の支えあい体制づくり

（２）地域防災力の強化～「い
ざ」に備え「日々」を大切にする
共助の体制づくり～

② 避難行動要支援者
の支援体制づくり

2 避難行動要支援者支援プランの推進

必要に応じた避難行動要支援者支援
プランの見直しを行い、適切な地域の
見守り体制構築を進めます。

市
72
-1

危機管理課 一部実行している

介護保険課が中心となり、避難行動
要支援者支援連絡会議を年１回程度
開催し、関係者と連携をを深めなが
ら、協力体制の構築を図っている。

市の関係部局及び社協等の関係機
関と連携しながら、地域の見守り体制
について情報共有できている。

名簿情報の平常時からの提供に不同
意であった者への避難支援策等が課
題。

必要に応じた避難行動要支援者支援
プランの見直しを行い、適切な地域の
見守り体制構築を進めます。

市
72
-2

介護保険課 （一部実行している）
避難行動連絡会議を年1回開催して
プラン等の確認を実施。

人事異動により避難行動連絡会議の
メンバーが入れ替わるため、プランを
再確認できている。

引き続き、関係課と連携しプランのブ
ラッシュアップに努める。

他地区の実践事例等の情報提供を行
うとともに、地域性にあった見守り体
制を提案し、体制の構築を支援してい
きます。

社協 73 社協地域福祉課 一部実行している
地区に対して見守りのネットワークづ
くりについて連携と協議の場づくりをし
ながら、支援しています。

災害時・緊急時に備えたネットワーク
づくりを検討する中で日頃の顔の見え
る関係性の強化につながるとともに、
新たな地域課題の発見や、住民同士
の懇談会の場が岸和田内に増えた。
本当に地区福祉委員会として把握す
べき人へリーチできる仕組みづくりを
している。

町会・自治会の加入していない世帯
へのアプローチや、そもそも地区福祉
委員会機能が弱体化している校区に
ついての支援が必要
町単位・自治会単位でのきめ細やか
な支援を継続していく

3 当事者の防災活動への参加促進
要支援者登録をしている当事者とし
て、可能な範囲で地域の防災活動に
積極的に参加し、当事者の目線から
地域の防災のしくみづくりに参画しま
す。
地域組織は、可能な限り配慮をしなが
ら当事者の防災活動への参加を呼び
かけます。

市民
74
-1

危機管理課 一部実行している -
地域の訓練等において、要支援者の
参加を積極的に呼びかけて、地域に
おける見守り体制を構築している。

地域の防災活動等に参加できていな
い要支援者について、防災活動等に
参画しやすい環境を作りに努め、地
域全体としてもっと防災力の向上に取
り組んていかなければならない。

要支援者登録をしている当事者とし
て、可能な範囲で地域の防災活動に
積極的に参加し、当事者の目線から
地域の防災のしくみづくりに参画しま
す。
地域組織は、可能な限り配慮をしなが
ら当事者の防災活動への参加を呼び
かけます。

市民
74
-2

障害者支援課 （一部実行している）

「岸和田市避難行動要支援者支援プ
ラン」に基づき、要支援者名簿を更新
し、町会・自治会、民生委員・児童委
員、地区福祉委員会等へ名簿提供の
同意者の名簿を配付した。（令和２年
11月に対象者720名に通知し、308名
より返送、最終2,985名の同意者の名
簿を配付）

名簿を活用して訪問したり、地域の防
災訓練にも参加を促している地域が、
増えてきている。

名簿提供に同意していない人にでき
るだけ同意してもらうことや、名簿を
活用した見守りネットワークをより進
めていく。

要支援者登録をしている当事者とし
て、可能な範囲で地域の防災活動に
積極的に参加し、当事者の目線から
地域の防災のしくみづくりに参画しま
す。
地域組織は、可能な限り配慮をしなが
ら当事者の防災活動への参加を呼び
かけます。

市民
74
-3

介護保険課 （実行していない）

要支援者登録をしている当事者が、
地域の防災活動に積極的に参加でき
るよう支援を行います。

社協 75 社協地域福祉課 一部実行している

要支援者登録をしている当事者に対
してヒアリングを行い実際に避難がで
きるかどうかの確認や、その支援者と
連絡調整し、防災活動への参加を促
した。

当事者が防災活動に実際に参加する
ことで、一般市民がよりリアルに災害
時を想定できる。また避難所などの生
活場面においてどのような準備が必
要かなど考えるきっかけになった。

要援護者の登録が進むにつれて、支
援者の数もより多く必要になるため
に、支援者のすそのをより広めるため
の啓発や支援している専門職との連
携が必要

③ 地域における防犯
の取り組みの推進

1 防犯についての継続的な講習会の開
催

「いきいきサロン※」や個別の見守り
活動を通じて、地域の多様な場で、防
犯についての啓発を行う機会をつく
り、地域ぐるみで被害を防ぎます。

市民 76 社協地域福祉課 一部実行している

地区福祉委員会活動の中のいきいき
サロンで防犯について警察や地域包
括支援センター職員による講義や講
演を依頼。また個別援助活動時には
詐欺被害の防止のために啓発チラシ
の配布などを行った。

啓発後に、福祉専門職へ相談の連絡
が入ったり、家族から相談の連絡が
あった。

いきいきサロンや個別援助活動対象
者以外への広報啓発について課題が
残る

地域の多様な場で防犯についての講
義の継続的な開催を支援するため、
出前講座等を通じて講師を派遣しま
す。

市 77 自治振興課 計画通りに実行中

▼年度別実施状況
平成29年度15回
平成30年度5回
令和元年3回
令和２年度0回

一部には毎年の年間行事として組み
込んでいただいている地域もある

要望があれば今後も継続的に出前講
座を行っていく

啓発メニューについて、よりわかりや
すいリストを作成し、企画者に対して
地域特性に合ったテーマを提案しま
す。

社協 78 社協地域福祉課 一部実行している

地区福祉委員会を対象に地域福祉に
関係する研修の啓発メニューを作成。
全29プログラム、その他DVDの貸し出
しをしている。

地区福祉委員会を中心に地域の特性
に合わせた啓発メニューの実施を地
区担当者と一緒に検討し、実施してい
る。その研修をもとに次年度の地域
福祉活動に活かしている。

地域福祉に関係する啓発メニューが
中心となるので、防犯は、地域の高齢
者が集う場で実施させることが多い。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

２　地域ぐるみによる安心・安全
な地域の支えあい体制づくり

（３）予防・早期発見から支援に
つながる取り組みの推進～孤
立を防ぐつながりづくり～

① 地域とつながるため
の見守り体制の充
実

1 自殺を防ぐためのネットワークの構築
と人材育成

「いのちをつなぐ絆ネットワーク会議
※」やゲートキーパー※養成のため
の研修への参加を通じて、市民の立
場でできる身近な地域でのつながりづ
くりに努めます。

市民 79 健康推進課 一部実行している

「いのちと暮らしの相談会」について、
H25-H29年度の相談会1回あたりの
相談実人数の平均６人以上と令和２
年３月に策定した自殺対策計画で目
標としている。同計画初年度である令
和２年度は実績人数８人となり、相談
者数も一定している。

相談会利用者から先生方からの丁寧
なご対応や具体的な指示があったこ
と、また自分一人では、どうしたらいい
か分からなかったが、誰にも言えな
かったことを言葉に出し思いを伝えら
れたなど一定の評価を相談会利用者
から得ることができた

相談会場の見直しや利用者が混乱し
ない受付方法を検討する

自殺防止のために、「いのちをつなぐ
絆ネットワーク会議」の継続開催によ
り庁内外の関係機関が情報交換を行
い、よりネットワークを深める機会とし
て、いのちをつなぐ絆ネットワーク会
議の開催を継続します。
また、市民の相談窓口となる機会の
多い市職員を対象にした研修や、関
係機関等との共催による研修等を開
催し、「ゲートキーパー」を養成しま
す。

市 80 健康推進課 計画通りに実行中

いのちをつなぐ絆ネットワーク会議は
毎年、年１回開催しているが、感染症
予防対策を考慮する必要があったた
め、書面開催で初めて実施できた。ま
た、市職員及び関係機関職員向け
「ゲートキーパー養成研修」も人事課
との共催により開催している。
研修実施後のアンケート調査で「１．
非常によかった/２．よかった」の全２
日間の割合が６０％以上と、令和２年
３月に策定した自殺対策計画で目標
としている。このたび同計画初年度で
ある令和２年度は実績として９３％と
目標を超える成果になった。

いのちをつなぐ絆ネットワーク会議で
は関係機関同士、顔の見える関係づ
くりや連携についてこのコロナ渦でも
できていると感じられる。またゲート
キーパー養成研修もアンケートから
一定の効果はあると考えられる。

新型コロナウイルス等感染防止対策
をふまえたゲートキーパー養成研修
の参加人数の上限を設定する

2 孤立を防ぐ地域での見守り体制の充実

身近な地域ならではの日常的な見守
り活動を、隣近所のレベルで実施でき
るしくみづくりを進め、必要に応じて気
になったことや困りごとを抱える人の
情報について、行政や専門機関と情
報共有を行うことで、問題の予防と早
期発見のしくみをつくります。

市民 81 社協地域福祉課 一部実行している

地区福祉委員会を中心に災害時等を
見すえ２３町会・自治会でマッピング
調査を行い、１０町会・自治会で災害
時避難行動要支援者登録制度の啓
発や登録のサポートを実施していま
す。21町会・自治会は、災害時に備え
た安否確認訓練の実施

地域のつながりづくりを災害を切り口
に住民に啓発することで、自治組織
の必要性や日頃から顔の見える関
係・相談できる関係づくりの構築

町会の自治機能が低下している場合
は、課題組織化するにしても課題が
多い。

コミュニティソーシャルワーカー
（CSW）や地域包括支援センターが、
小地域ネットワーク活動に加え、新聞
や電気・水道・ガス業者等とも連携し、
支援を必要とする人の早期発見や、
支援の実施に取り組んでいきます。

市
専門機関

82 福祉政策課 一部実行している
いずみ市民生協、布亀（株）、郵便局3
か所と協定を結んでいる。

関係機関による孤立死防止のための
情報交換ができた。

今後も関係機関と連携し、支援の実
施を図る。

関係機関、市民と協働で、地域で民
生委員・児童委員、地区福祉委員、自
治会役員等が異常を発見した際に、
適切に対応するためのマニュアルの
作成を進めます。
また、一部の人に留まらず、隣近所で
緊急事態を察知した際に迅速に対応
できるための啓発チラシ等の作成も
進めます。

社協 83 社協地域福祉課 一部実行している

地区福祉委員会を中心に災害時等を
見すえ２３町会・自治会でマッピング
調査を行い、１０町会・自治会で災害
時避難行動要支援者登録制度の啓
発や登録のサポートを実施していま
す。21町会・自治会は、災害時に備え
た安否確認訓練の実施

地域のつながりづくりを災害を切り口
に住民に啓発することで、自治組織
の必要性や日頃から顔の見える関
係・相談できる関係づくりの構築

町会の自治機能が低下している場合
は、課題組織化するにしても課題が
多い。

3 地域での子どもの見守り体制の充実 登下校時の見守りボランティアへの参
加や、犬の散歩や庭掃除等で外に出
る作業を登下校時に行う等、地域の
子どもたちを見守り、育むための意識
を高めます。
また、市民有志で放課後孤立しがち
な子どもたちの居場所づくりにも参画
します。

市民
84
-1

生涯学習課 計画通りに実行中
放課後こども教室4教室実施
（コロナ事情による休室あり）

地域の方々と子ども達が接することに
より繋がったコミュニティが出来たこ
と。

ボランティアの高齢化、人員不足によ
る教室の閉校が今後も増えていく可
能性あり。（令和３年度より、放課後
子ども教室は学校教育課の所管にな
る。）

登下校時の見守りボランティアへの参
加や、犬の散歩や庭掃除等で外に出
る作業を登下校時に行う等、地域の
子どもたちを見守り、育むための意識
を高めます。
また、市民有志で放課後孤立しがち
な子どもたちの居場所づくりにも参画
します。

市民
84
-2

社協地域福祉課 （計画通りに実行中）
市内に17か所の居場所が立ち上がっ
ています。日頃からつながりのある市
民で居場所を運営しています。

さまざまな人が集える場づくりとして
運営していく中で困りごとを持つ子ど
もや、障害のために生きづらさを持つ
人の居場所として機能しています。市
民がそういった人と顔の見える関係を
つくることで地域課題の早期発見と予
防のネットワークを広げます。

専門職の支援が特に必要な方が居
場所に定期的に参加できるよう検討
していきます。

「子どもの安全見まもり隊※」のボラン
ティアや協力者の増加をめざして広く
市民に呼びかけるとともに、「こども
110番の家※」のタペストリー、マニュ
アルを各小学校、町内会へ配布する
等、普及に努めます。

市 85 生涯学習課 計画通りに実行中
子どもの安全見まもり隊（ＰＴＡ含む）
3,285人であり、多くの地域の方が子
どもの通学を見守っている。

子ども達と地域の方の挨拶に始まり、
地域の方との繋がりもでき、地域の子
どもは地域で育てる一助になってい
る。

ボランティアの高齢化、ボランティアの
少ない校区への協力依頼等の啓発
要。また、常時の見守りが出来ていな
い点も踏まえ、生涯学習課の立ち位
置を検討。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

２　地域ぐるみによる安心・安全
な地域の支えあい体制づくり

（３）予防・早期発見から支援に
つながる取り組みの推進～孤
立を防ぐつながりづくり～

① 地域とつながるため
の見守り体制の充
実

3 地域での子どもの見守り体制の充実

放課後孤立しがちな子どもたちの居
場所づくりを市民有志とともに進めま
す。

社協 86 社協地域福祉課 計画通りに実行中
市内に17か所の居場所が立ち上がっ
ています。日頃からつながりのある市
民で居場所を運営しています。

さまざまな人が集える場づくりとして
運営していく中で困りごとを持つ子ど
もや、障害のために生きづらさを持つ
人の居場所として機能しています。市
民がそういった人と顔の見える関係を
つくることで地域課題の早期発見と予
防のネットワークを広げます。

専門職の支援が特に必要な方が居
場所に定期的に参加できるよう検討
していきます。

② 地域における健康
づくり・介護予防に
向けた取り組みの
推進

1 地域での生涯スポーツと健康づくり
健康づくり教室（生涯スポーツや健康
づくり教室等）に積極的に参加したり、
市民が自主的に介護予防体操を行う
機会を身近な地域でつくっていきま
す。
また、いきいきサロンや誰もが集える
リビング等、すでに実施している活動
の中に、介護予防や健康増進につな
がるプログラムを盛り込みます」。

市民
87
-1

介護保険課 計画通りに実行中

地域包括支援センターと連携し、地域
の自主的な介護予防活動として、いき
いき百歳体操、かみかみ百歳体操を
支援している。
・Ｒ２年度いきいき百歳体操：126カ所
・Ｒ２年度かみかみ百歳体操：93カ所
いきいきサロンや誰もが集えるリビン
グ等と連携し、いき百・かみ百を実施
している地域もある。

地域の通いの場として、いきいき百歳
体操やいきいきサロン、誰もが集える
リビングを普及・拡大することで、地域
の健康づくり・介護予防を推進し、健
康寿命の延伸、誰もがいつまでも住
み慣れた地域で生活できる環境づくり
を行っている。

いきいき百歳体操を市域全域に広げ
ることが目標であり、引き続きの普
及・啓発を行うとともに、いきいきサロ
ンや誰もが集えるリビング等との連携
を推進し、地域の通いの場の強化を
図る。

健康づくり教室（生涯スポーツや健康
づくり教室等）に積極的に参加したり、
市民が自主的に介護予防体操を行う
機会を身近な地域でつくっていきま
す。
また、いきいきサロンや誰もが集える
リビング等、すでに実施している活動
の中に、介護予防や健康増進につな
がるプログラムを盛り込みます」。

市民
87
-2

健康推進課 （一部実行している）
高血圧教室の開催
内容：医師、管理栄養士による講話
（1日コース／年間３回）

医師の講話により、血圧のメカニズム
や血圧の高い状態が続くとどうなる
か、減塩の必要性などについて理解
を深め、続く管理栄養士の講話で、具
体的な減塩の方法等について理解を
深めることができ、教室に参加した程
んどの人が、何としても血圧を下げた
いとアンケート調査に回答している。
減塩の必要性も強く感じた人が多くい
た。

令和２年度は、新型コロナウイルス感
染予防対策を講じながら、慎重に実
施することとなり、３日間コースで実施
する予定の教室を１日コースに変更
し、参加人数も減らして実施した。自
分の食生活を振り返り、減塩について
行動変容を促すことを目的として実施
しているが、１日コースでは、知識を
深めるまでが限界であった。自分の
生活を振り返り、改善すべきことを理
解し実際に取り組めるようにするには
３日間が必要であるため、感染対策
を講じながら３日間コースの教室の開
催を検討していく。

健康づくり教室（生涯スポーツや健康
づくり教室等）に積極的に参加したり、
市民が自主的に介護予防体操を行う
機会を身近な地域でつくっていきま
す。
また、いきいきサロンや誰もが集える
リビング等、すでに実施している活動
の中に、介護予防や健康増進につな
がるプログラムを盛り込みます」。

市民
87
-3

社協包括
（都市中核）

社協地域福祉課
（計画通りに実行中）

いきいき百歳体操等の介護予防体操
を行う住民主体の場作りを行ってき
た。２８か所（都市中核圏域）で実施。

地区福祉委員会主催で行っているい
きいきサロンの中で軽い体操や、脳ト
レなどに取り組んでいる校区もある。
健康体操を実施したのちに集いの場
を設ける町もある。

いきいき百歳体操等の活動を普及さ
せることで、自立支援に向けた介護
予防の取組みを推進できている。

集いの場を活用して健康増進を図る
取り組みをしている。地域で顔の見え
る関係をつくる中で気軽に相談できる
人と人のつながりづくりを構築してい
る

いきいき百歳体操の活動のマンネリ
化、主体的に活動していただけるリー
ダーや参加者が不足している地域も
ある。

全いきいきサロンや誰もが集えるリビ
ングで実施しているわけではない。

地域での孤立化防止と健康づくり促
進のため、健康づくり教室（生涯ス
ポーツや健康づくり教室等）とともに、
市民が自主的に介護予防体操を行
う、通いの場を市内全域に広げるため
の普及啓発活動を進めます。

市 88 介護保険課 計画通りに実行中

地域包括支援センターと連携し、地域
の自主的な介護予防活動として、いき
いき百歳体操、かみかみ百歳体操を
支援している。
・Ｒ２年度いきいき百歳体操：126カ所
・Ｒ２年度かみかみ百歳体操：93カ所

地域の通いの場として、いきいき百歳
体操を普及・拡大することで、地域の
健康づくり・介護予防を推進し、地域
の孤立化防止につながっている。

いきいき百歳体操に参加できない住
民への対応や、男性の参加率の向上
が課題であり、自立支援の取組との
連携や、男性への働き掛けの工夫が
必要。

市民と専門機関がスムーズに連携
し、介護予防・孤立化防止に取り組め
る関係づくりを支援します。

社協 89
社協包括

（都市中核）
計画通りに実行中

いきいき百歳体操等の介護予防体操
を行う住民主体の場作りを行ってき
た。２８か所（都市中核圏域）で実施。

いきいき百歳体操等の活動を普及さ
せることで、自立支援に向けた介護
予防の取組みを推進できている。

参加できない住民をどのように誘いだ
し、参加してもらうようにするかが課
題。

③ 生活支援ニーズへ
の対応の検討

1 地域内の公共交通ネットワークの整
備 身近な交通機関として、地域巡回ロー

ズバスを引き続き運行するとともに、
市民のニーズも踏まえ、運行ルートや
ダイヤの見直し、車両の更新等につ
いての検討を含めた適正な運行管理
を行います。
また、市民の意見や地域の特性を踏
まえた上で、民間や市民等による新た
な移動手段・サービスも含め、全体と
して整合性のとれた地域公共交通
ネットワークの形成をめざします。

市民
市

90 市街地整備課 計画通りに実行中

令和3年6月に改正したローズバスに
ついては引き続きの運行を継続して
いる。
　令和元年度に、相川・塔原地区にお
いて 新たな移動手段である地域バス
の試験運行を実施。
　令和2年度から地域の交通資源を
総動員し、交通弱者の移動手段を確
保するための分野横断的な庁内会議
体(通称：モビクロ)を立ち上げた。

令和元年～3年にローズバスへの乗
り込み調査を実施。ニーズの把握に
努めている。
新たな移動手段である地域バスの試
験運行を実現するために、法定協議
会である岸和田市地域公共交通協議
会を開催するとともに、地域と意見交
換を実施した。。

ローズバス改正後の利用状況の検証
及び利用者ニーズを抽出した上でよ
り利便性向上に向けた修正を検討。
　交通弱者の移動手段確保に向け、
令和4年度に現在の岸和田市地域公
共交通網形成計画から、地域の交通
資源を総動員した地域公共交通計画
への移行を目指す。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

２　地域ぐるみによる安心・安全
な地域の支えあい体制づくり

（３）予防・早期発見から支援に
つながる取り組みの推進～孤
立を防ぐつながりづくり～

③ 生活支援ニーズへ
の対応の検討

2 買い物支援の取り組みについての検
討 必要性に応じて、買い物が困難な高

齢者、障害のある人等への支援とし
て、行政、地域やＮＰＯ・ボランティア
団体、事業者等の連携・協働により、
朝市の開催や無料宅配サービスや移
動販売（移動スーパー）等のサービス
等、地域特性に合った取り組みを検
討します。

市民
市

社協

91
-1

福祉政策課 一部実行している

光明地区・常盤地区2地区の「わが街
の未来をつくる、市民懇談会プロジェ
クト」での住民アンケートの設問に、生
活の困りごととして「買い物」の項目を
設けてニーズを調査。

住民アンケート結果により両地区とも
に「買い物支援」に関するニーズが一
定数あることを確認できた。

地域課題解決に向けた方策の検討を
サポートしていく。

必要性に応じて、買い物が困難な高
齢者、障害のある人等への支援とし
て、行政、地域やＮＰＯ・ボランティア
団体、事業者等の連携・協働により、
朝市の開催や無料宅配サービスや移
動販売（移動スーパー）等のサービス
等、地域特性に合った取り組みを検
討します。

市民
市

社協

91
-2

社協地域福祉課 （一部実行している）
コープによる移動販売車を市内2校区
（光明・常盤）に導入。継続して実施し
ている。

近所にスーパーなどの商業施設がな
かった地域の人たちが買い物に行くこ
とができ、品物を直接確認して購入す
ることができる。

コープによる移動販売だけでなく、民
間で小規模ではあるが移動販売を実
施している事業者もあるので、ニーズ
に合わせて困っている地区（町会・個
人など含む）へ情報提供を進めたい。
また、コープとも連携して必要な地域
へのつなぎを実施していく。

3 生活支援に関する取り組みの検討
電球の取替え等、隣近所のつながり
の中でできるサポートについて可能な
範囲で考えると同時に、有志によるＮ
ＰＯの立ち上げ等、支えあいのための
有償のコミュニティサービスを開発す
ることも検討します。

市民
92
-1

自治振興課 一部実行している
日常生活のちょっとしたお困り事支援
を事業として実施するＮＰＯ法人が、
令和2年7月に設立された。

電球の取替え等、介護保険制度でカ
バーできない部分についての支援を
行っており、利用者から同法人に対し
て、感謝の言葉が多数寄せられてい
る。

市としては、市民活動団体の育成や
NPO法人設立に関し、最適な支援を
実施していくことが重要である。

電球の取替え等、隣近所のつながり
の中でできるサポートについて可能な
範囲で考えると同時に、有志によるＮ
ＰＯの立ち上げ等、支えあいのための
有償のコミュニティサービスを開発す
ることも検討します。

市民
92
-2

介護保険課 （実行していない）
介護保険外サービスである電球の取
替え等、地域の助け合い（互助）の積
極的な検討ができていない。

H29年度～H31年度、積極的に出前
講座を行うことで、地域の助け合い
（互助）の重要性の周知・啓発を行っ
た。

生活支援コーディネーターが中心とな
り、地域で定期的に協議体を開催す
ることで、地域課題の解決や地域資
源の開発を進めていく。

介護保険の介護予防・日常生活支援
総合事業について、市民への啓発を
行い、市民の主体的な参画を促しま
す。

市 93 介護保険課 計画通りに実行中

介護予防・日常生活支援総合事業に
ついての積極的な出前講座の開催。
・H29年度：35回、1,221人参加。
・H30年度：32回、1,611人参加。
・H31年度：17回、　285人参加。
・Ｒ２年度：　3回 、　80人参加。

積極的に地域へ足を運び、出前講座
を行うことで、市民に対し、地域の助
け合い（互助）や、介護予防、自立支
援の重要性を周知・啓発することがで
きた。

引き続き、地域の状況把握、動向を
見守りながら、市民の積極的な参画
を図れるよう、生活支援コーディネー
ターと連携し、必要な働き掛けを行
う。

必要性に応じてボランティアやＮＰＯ、
地区福祉委員会等と協働で市民の立
場でできる生活支援の取り組みにつ
いて検討し、地域や行政レベルで必
要なしくみづくりについて提案します。

社協 94 社協地域福祉課 一部実行している

電球の交換や粗大ごみを外に出すな
ど、ちょっとした困りごとに対応できる
ような仕組みを検討する町会・自治会
等へ寄り添い、共に検討してきた。ま
たNPO法人として取り組む団体に対し
て、ボランティア・市民活動課題解決
プロジェクト助成を活用していただき、
活動の支援を行った。

高齢のみの世帯が年々増える傾向に
あり、住民レベルでの助け合い活動
を促進していく必要がある。取り組み
の必要性を啓発できるように努める。

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（１）市民にわかりやすい情報
発信・提供～福祉を身近に感じ
る広報・啓発～

① 多様な媒体や機会
の活用

1 広報きしわだの周知

広報きしわだを市内の主な公共施設
やＪＲ・南海電鉄の各駅、コンビニエン
スストアに備え付け、市民が必要な情
報を簡便に入手できる環境を整備し
ます。
また、点字版や音声版の広報きしわ
だの周知を進めます。

市 95 広報広聴課 計画通りに実行中

広報きしわだ備え付けの数
市内各駅・・・2,100（毎月）
コンビニエンスストア・・・平成29年度
1140（毎月）、平成30年度1140（毎
月）、令和元年度930（毎月）、令和2
年度1430（毎月）
郵便局・・・令和元年6月から540（毎
月）

点字版提供数・・・21（毎月）
音声版提供数・・平成29年度68（毎
月）、・平成30年度62（毎月）　　令和
元年度59（毎月）、令和2年度57（毎
月）

町会未加入者でも最寄りの鉄道駅・コ
ンビニエンスストア・郵便局等で広報
きしわだを取得できている。

今後も更なる簡便さを提供していきた
い。

2 きしわだし社協だよりの周知

若者や勤労者世代が、より親しみや
すい紙面のデザインや名称を検討・
改善するとともに、設置場所について
も検討していきます。

社協 96 社協地域福祉課 計画通りに実行中

年4回発行。各号70,000部作成し、各
公民館等へ配架。地域の実践者を掲
載する「地域人」コーナーを設け、親し
みやすい紙面となるよう心掛けてい
る。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（１）市民にわかりやすい情報
発信・提供～福祉を身近に感じ
る広報・啓発～

① 多様な媒体や機会
の活用

3 多様な媒体の活用 各自、市や社協のホームページや広
報等の地域や福祉関連情報を確認
し、情報収集を行うよう努めます。
テレビ岸和田、ラヂオきしわだ等の地
元メディアの番組づくりに協力すること
で、市民目線で情報を発信します。
個人のＬＩＮＥ（ライン）、Facebook（フェ
イスブック）、Twitter（ツイッター）と
いったＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキ
ング・サービス）等を活用して地域の
取り組みやイベント情報を発信するこ
とで、より多くの市民に情報を伝えま
す。

市民
97
-1

広報広聴課 計画通りに実行中

市公式SNSのフォロワー数（令和3年7
月現在）
Facebook・・・3,470人
Twitter・・・3,035人

スマートフォンアプリ「きしまる」ダウン
ロード数（令和元年度末）・・・363DL
（令和2年度）・・・3660DL

SNSにコメントを発信してくれるフォロ
ワーができてきている。

スマートフォンアプリのダウンロード数
を増やし、積極的な情報発信を展開
する。

各自、市や社協のホームページや広
報等の地域や福祉関連情報を確認
し、情報収集を行うよう努めます。
テレビ岸和田、ラヂオきしわだ等の地
元メディアの番組づくりに協力すること
で、市民目線で情報を発信します。
個人のＬＩＮＥ（ライン）、Facebook（フェ
イスブック）、Twitter（ツイッター）と
いったＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキ
ング・サービス）等を活用して地域の
取り組みやイベント情報を発信するこ
とで、より多くの市民に情報を伝えま
す。

市民
97
-2

社協地域福祉課 （一部実行している）

社協の情報発信源：きしわだし社協だ
より・ボランティアだより岸和田、ホー
ムページ、Facebook（フェイスブック）
より、継続的に情報発信している。
Facebookは令和2年度24件発信し
た。

イベント情報を発信したFacebook投
稿を見て参加された方が数名おられ
た。

twitterの開設など、様々な媒体を使
用した情報発信を行い、若者に向け
た社協のアピールを行い、地域福祉
に関わる人を増やす。

広報番組作成の際は、映像の利点を
活かし、手話放送を行う等、誰もがよ
り分かりやすく親しみやすい形で情報
提供を行います。
また、テレビ岸和田、ラヂオきしわだと
協議し、日常的に市政情報や関連イ
ベント・講座について情報提供や取材
依頼ができるしくみを推進します。
また、ホームページやＳＮＳを活用し
た情報発信を積極的に行います。

市 98 広報広聴課 計画通りに実行中

広報きしわだ点字版提供数・・・21
広報きしわだ音声版提供数・・・音声
版提供数・・平成29年度68（毎月）、・
平成30年度62（毎月）　　令和元年度
59（毎月）、令和2年度57（毎月）

市公式ホームページは、A.A.Oウェブ
サイトクオリティ実態調査において府
内トップの評価。（2019年アライド・ブ
レインズ株式会社の調査結果）

広報きしわだ点字版・音声版の作成
は視覚障害者団体に発注。視覚障害
者の観点からアドバイスを受けてい
る。

市公式ホームページの、A.A.Oウェブ
サイトクオリティ実態調査における評
価を向上させるよう取り組みたい。

地域の活動やボランティアの募集情
報、地域福祉に関する情報をより多く
の市民にわかりやすく伝えられる広報
プロジェクトチームを組織内で立ち上
げ、市民とも連携しながらより親しみ
やすい情報発信に努めます。地元メ
ディアに加え、新聞社等へのプレスリ
リースも活用します。

社協 99 社協地域福祉課 一部実行している

社協の情報発信源：きしわだし社協だ
より・ボランティアだより岸和田、ホー
ムページ、Facebook（フェイスブック）
より、継続的に情報発信している。
Facebookは令和2年度24件発信し
た。

イベント情報を発信したFacebook投
稿を見て参加された方が数名おられ
た。

twitterの開設など、様々な媒体を使
用した情報発信を行い、若者に向け
た社協のアピールを行い、地域福祉
に関わる人を増やす。

② 様々な地域情報の
発信強化

地域・団体活動の情報の収集と発信

市が実施する地域や団体の多様な活
動についての情報収集に協力すると
ともに、必要に応じて自らの団体の活
動内容についても、ホームページやＳ
ＮＳを通じて発信します。

市民 100 広報広聴課 計画通りに実行中
市のホームページにイベント情報を掲
載するなど、積極的に情報発信をして
いる。

一層地域・団体の情報収集と発信に
努めたい。

拠点や活動分野を越えた地域や団体
の多様な活動について、市内全域で
の情報集約を行い、よりわかりやすい
「岸活」「ぱっとみぃ」等の発行や、
ホームページでのデータベースの整
備を進めます。

市 101 自治振興課 計画通りに実行中

庁内外の講座やイベント情報を集約
した「ぱっとみぃ」を年４回発行。市の
施設に配架するとともに、ホームペー
ジに掲載した。また、市民活動団体の
データベース登録については、随時
受付を行っている。

「ぱっとみぃ」で情報を得て、講座やイ
ベントに参加を行った市民は一定数
存在する。
また、市民活動団体のデータベース
から団体の詳細な情報を得ることが
できるため、各団体の広報活動の一
端を担っている。

情報発信を引き続き行う。発信する媒
体を適宜見直し、情報に合った適切
な媒体を使用し、発信していく。

地域福祉活動に関する情報の集約を
行い、地域同士の交流や、テーマ型と
地縁型の団体の交流等に活用できる
ような情報発信を行います。

社協 102 社協地域福祉課 一部実行している

市民と共に、市民活動実践者交流の
場づくりにて地域や団体活動の情報
の発信を行っている。ボランティア情
報紙では、地縁やテーマ型の垣根を
越えて情報発信している。社協の
Facebookも同様。

多様な場所や媒体での情報発信を通
じて活動者・団体の情報発信を行なっ
ている。媒体によっては、そこに参加
を生むことができる。

さまざまな世代に対しての情報の発
信がまだ弱い。ICTを活用した情報発
信システムづくりが必要。

2 地域のバリアフリー情報の整理・提供

「街角トイレ運動※」について、実行委
員を募り、多機能トイレのチェックと情
報の整理・発信を継続していきます。
また、祭礼時のユニバーサル見物
マップ作成についても、継続して取り
組みを行っていきます。

市民
社協

103 社協地域福祉課 一部実行している

祭礼時のユニバーサル見物マップを
毎年約10,000部作成しており、市内観
光施設や公共施設に設置している。
令和２年度は新型コロナの流行によ
り祭礼が中止されたことに伴い、これ
までの活動の経過報告的な冊子を作
成し、祭礼団体及び市内府立高校へ
配布した。

マップを作成する為のまち歩きを実施
しており、小学生や赤ちゃん連れの親
が車イスユーザー当事者と関わるこ
とができる。

祭礼時のユニバーサル見物マップに
ついて、岸和田市内全域では実施で
きておらず、必要に応じて作成してい
く必要がある。

1
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（１）市民にわかりやすい情報
発信・提供～福祉を身近に感じ
る広報・啓発～

③ 情報アクセス等のバ
リアフリー化の推進

1 障害のある人等に対する情報保障の
充実

視聴覚に障害のある人や外国人等、
地域の情報を得るのに制約がある人
に対する支援として、点訳や音訳等に
よる情報保障、手話通訳・筆記通訳
等による情報保障・コミュニケーション
支援、多言語での翻訳資料の提供
等、合理的な配慮のもと市民の協力
を得て行います。
また、障害や年齢、環境の違いに関
係なく、誰でも同じように情報を得るこ
とができるウェブサイトづくりをめざし
ます。

市
社協

104
-1

広報広聴課 計画通りに実行中

広報きしわだ点字版提供数・・・21
広報きしわだ音声版提供数・・・平成
29年度68（毎月）、・平成30年度62（毎
月）　　令和元年度59（毎月）、令和2
年度57（毎月）

市公式ホームページは、A.A.Oウェブ
サイトクオリティ実態調査において府
下トップレベルの評価。（2020年アラ
イド・ブレインズ株式会社の調査結
果）

広報きしわだ点字版・音声版の作成
は視覚障害者団体に発注。視覚障害
者の観点からアドバイスを受けてい
る。

市公式ホームページの、A.A.Oウェブ
サイトクオリティ実態調査における評
価を向上させるよう取り組みたい。

視聴覚に障害のある人や外国人等、
地域の情報を得るのに制約がある人
に対する支援として、点訳や音訳等に
よる情報保障、手話通訳・筆記通訳
等による情報保障・コミュニケーション
支援、多言語での翻訳資料の提供
等、合理的な配慮のもと市民の協力
を得て行います。
また、障害や年齢、環境の違いに関
係なく、誰でも同じように情報を得るこ
とができるウェブサイトづくりをめざし
ます。

市
社協

104
-2

障害者支援課 （一部実行している）

令和２年度実績
手話通訳者年間延べ派遣回数154回
/年
要約筆記者年間延べ派遣回数　14回
/年

様々な生活場面での意思疎通支援の
要請がある。支援の都度振り返りを
行い、対象者・利用者・支援者の信頼
関係も築かれつつある。

様々な生活場面での意思疎通支援の
要請に対して、都度速やかに応えら
れるように環境を整えていく必要があ
る。

視聴覚に障害のある人や外国人等、
地域の情報を得るのに制約がある人
に対する支援として、点訳や音訳等に
よる情報保障、手話通訳・筆記通訳
等による情報保障・コミュニケーション
支援、多言語での翻訳資料の提供
等、合理的な配慮のもと市民の協力
を得て行います。
また、障害や年齢、環境の違いに関
係なく、誰でも同じように情報を得るこ
とができるウェブサイトづくりをめざし
ます。

市
社協

104
-3

社協地域福祉課 （一部実行している）
きしわだし社協だより・ボランティアだ
より岸和田を、朗読ボランティアグ
ループが音訳している。（毎号）

課題：多言語への翻訳ができるボラン
ティアグループが無いこと、そして外
注するための予算が確保できない。

（２）相談窓口の充実と連携体
制の推進～市民と専門職の連
携で安心した地域での暮らしを
実現～

① 身近に相談できる
体制づくり

1 市民にとって身近な相談機会の提供
「いきいきサロン」や「誰もが集えるリ
ビング」等の活動の場や回覧等で、相
談窓口についての啓発を行います。
また、地域で市民が専門職に困りごと
を相談できる機会をつくります。

市民 105 社協地域福祉課 一部実行している
いきいきサロンや誰もが集えるリビン
グにて福祉相談窓口の啓発を実施。
相談窓口の設置を行っている。

地域で健康や福祉サービスについて
の相談が気軽にできる場所の提供

全いきいきサロンや誰もが集えるリビ
ングでは実施できていない。

コミュニティソーシャルワーカーの出
張相談会を、市民センターにこだわら
ず、ショッピングセンター等の人が集
まりやすい場での開催を増やしていき
ます。

市
専門機関

106 福祉政策課 一部実行している
４年間で3か所、コミュニティソーシャ
ルワーカーが自主的に出張相談会を
開催。

地域により相談会に参加できない市
民がいる。

今後も市民センターにこだわらず、
ショッピングセンター等の人が集まり
やすい場での開催を増やす。

心配ごと相談所の設置をはじめ、広く
相談できる機会を設けるとともに、
ホームページ上から相談ができるよう
にする等、受付方法の工夫を行いま
す。
必要に応じて訪問相談を行い、相談
者の状況に応じてメール等による相
談受付を行います。
また、相談支援機関と地域組織の連
携をつなぎ、身近な地域での相談の
場づくりの支援を行うと同時に、サロ
ン等での啓発のメニュー提案を行いま
す。

社協 107
社協総務課
（総務係）

一部実行している

社協において、心配事相談（専門相
談）を実施している。アウトリーチに関
しては地域包括支援センターやコミュ
ニティソーシャルワーカーが地域に出
向いて相談対応をしている。

地域の集会所などを活用した、地域
住民がより身近に相談できる拠点を
今後増やしていくことが課題である。

2 身近に相談できる関係機関同士の
ネットワークづくり

地域ケア会議等、行政・専門職・市民
等が参加する会議を通じて関係の構
築を図り、専門職同士の日常的な情
報共有と連携を図り、身近に相談でき
るネットワークづくりを進めます。

市
社協

専門機関

108
-1

介護保険課 計画通りに実行中

・６包括会議への出席毎月
・CSW会議への出席毎月
・認知症ネットワーク会議への出席３
カ月に１回
・地域ケア会議への出席H29年度10
回、H30年度７回、H31年度８回 R2年
度５回
・自立支援型地域ケア会議の開催、
H30年度15回、H31年度21回、Ｒ２年
度17回
・医療介護連携拠点会議への出席毎
月

地域ケア会議や各関係機関が主催し
ている会議に出席し、専門職同士の
ネットワークづくりを行うことで、市民
が身近に相談できる体制づくりに努め
ている。

今後も関係機関と連携を図り、市民
が身近に相談できる体制づくりを進め
ていく。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（２）相談窓口の充実と連携体
制の推進～市民と専門職の連
携で安心した地域での暮らしを
実現～

① 身近に相談できる
体制づくり

2 身近に相談できる関係機関同士の
ネットワークづくり

地域ケア会議等、行政・専門職・市民
等が参加する会議を通じて関係の構
築を図り、専門職同士の日常的な情
報共有と連携を図り、身近に相談でき
るネットワークづくりを進めます。

市
社協

専門機関

108
-2

社協包括
（都市中核）

社協地域福祉課
（一部実行している）

地域包括支援センター、いきいきネッ
ト相談支援センター、社協（地区担当
者）を中心に地域課題について話合
いのネットワークをつくっている。6圏
域で概ね2ヶ月に1回ペースで会議を
開いている。地域課題の共有などを
中心に実施

ケースワークから地域課題を見える
化して、専門職のネットワークを活用
して地域住民に対して問題提起して
いき、共に解決の為の福祉活動につ
いて考える場づくりを各圏域の特色に
合わせて実施している。

地域支援専門職ネットワーク以外の
業務量が増えているために、内容に
ついても今後検討が必要。またそれ
ぞれの圏域の特色がある中で住民に
寄り添った支を幅広い専門職とする
必要性がある。

② コミュニティソーシャ
ルワーカー、地域包
括支援センターの機
能の充実

1 コミュニティソーシャルワーカーの機
能充実 概ね中学校区ごとに配置されるコミュ

ニティソーシャルワーカーが、地域の
活動について現状を把握し、支援を必
要とする高齢者、障害のある人、子育
て中の親等に対する相談、見守り、必
要なサービスへのつなぐための専門
性の習得や、能力向上に向けた研修
の機会を設け、受講を促していきま
す。

市
専門機関

109 福祉政策課 一部実行している

毎年、スキルアップ研修：9回、cswマ
イスター研修会：1回、スクールソー
シャルワーカー研修1回の案内の周
知をしている。

コミュニティソーシャルワーカーが研
修を受講することによって、専門性は
高まっている。

今後も研修の受講を促し能力向上に
努めるとともに、相談件数が増えてき
た引きこもりに対しての専門性の習得
を促す。

2 地域包括支援センターの相談機能の
強化 地域包括支援センター職員が、介護

予防や自立支援に加え、未就労者、
住宅等の生活関連領域を含めた様々
な相談内容に応じ、適切な支援を迅
速に行えるよう、研修会や事例検討
会等を実施し、職員の質的向上を図
ります。

市
専門機関

110 介護保険課 計画通りに実行中

・地域ケア会議の開催、H29年度10
回、H30年度７回、H31年度８回Ｒ２年
度５回
・自立支援型地域ケア会議の開催、
H30年度15回、H31年度21回、Ｒ２年
度17回
・介護予防や自立支援等研修会の開
催・出席

地域ケア会議や研修会、事例検討会
の開催、出席により、職員の質的向
上に努めた。

引き続き、職員の質的・量的向上を図
り、地域包括支援センターの機能強
化を進めていく。

3 地域全体で支えあうネットワークの構
築

地域ケア会議への参加等を通じて、
専門機関との連携を図ります。

市民
111
-1

介護保険課 計画通りに実行中

・地域ケア会議の開催、H29年度10
回、H30年度７回、H31年度８回Ｒ２年
度５回
・自立支援型地域ケア会議の開催、
H30年度15回、H31年度21回、Ｒ２年
度17回
・介護予防や自立支援等研修会の開
催・出席

地域ケア会議等へ参加し、専門機関
との連携強化を図ることで、地域で支
え合うネットワークの構築を行った。

引き続き、地域ケア会議等へ参加し、
ネットワークの強化に努める。

地域ケア会議への参加等を通じて、
専門機関との連携を図ります。

市民
111
-2

社協包括
（都市中核）

（一部実行している）
地域ケア会議は平成２９年度実施。
平成３０年度未実施。令和元年度実
施。令和２年度は未実施。

平成２９年度と令和元年度を合計し２
回実施。ケア会議実施における専門
機関と市民との連携は効果が少ない
と思われる。

平成２９年度と令和元年度を合計し２
回実施。ケア会議実施における専門
機関と市民との連携は効果が少ない
と思われる。

地域課題の解決に向けた多職種連携
による地域ケア会議の充実とともに、
地域包括支援センターが中心となり、
介護・医療サービス、ボランティア活
動、地域の見守り活動等の様々な社
会資源と当事者や家族をつなぐととも
に、ケアマネジャー※（介護支援専門
員）や民生委員・児童委員等、課題を
抱える人を支援する人同士のネット
ワーク構築を推進します。

市
専門機関

112 介護保険課 計画通りに実行中

・地域ケア会議の開催、H29年度10
回、H30年度７回、H31年度８回Ｒ２年
度５回
・自立支援型地域ケア会議の開催、
H30年度15回、H31年度21回、Ｒ２年
度17回
・介護予防や自立支援等研修会の開
催・出席

多職種連携による地域ケア会議、自
立支援型地域ケア会議等を行い、地
域課題の解決を図るとともに、地域の
各種活動等の地域資源と、相談者・
家族をつなぐネットワーク構築を推進
した。

引き続き、地域ケア会議等を行い、
ネットワーク構築を推進する。

地域ケア会議等への多様な立場の市
民の参画を促し、専門機関と市民との
連携を支援します。

社協 113
社協包括

（都市中核）
社協地域福祉課

一部実行している
地域ケア会議は平成２９年度実施。
平成３０年度未実施。令和元年度実
施。令和２年度は未実施。

平成２９年度と令和元年度を合計し２
回実施。ケア会議実施における専門
機関と市民との連携は効果が少ない
と思われる。

平成２９年度と令和元年度を合計し２
回実施。ケア会議実施における専門
機関と市民との連携は効果が少ない
と思われる。

③ 介護が必要な人や
認知症の人を地域
で支えるしくみづくり

1 認知症サポーターの養成及び活動推
進

認知症に対する正しい認識を深める
ため、地域や企業、小中高校等にお
いて、サポーター養成講座を開催した
り、市等が主催のサポーター養成講
座を積極的に受講します。

市民
学校

114
-1

福祉政策課 計画通りに実行中
４年間で認知症サポーター養成講座
を105回受講し、認知症サポーターが
4,694名増加。

認知症の人への理解が深まった。
今後も認知症に対する正しい認識を
深めるため、認知症サポーターを積
極的に増やしていく。

認知症に対する正しい認識を深める
ため、地域や企業、小中高校等にお
いて、サポーター養成講座を開催した
り、市等が主催のサポーター養成講
座を積極的に受講します。

市民
学校

114
-2

社協地域福祉課 （計画通りに実行中）
これまでの開催数や参加のべ人数
は、福祉政策課が把握

様々な団体に認知症サポーター養成
講座を行うこで、認知症に対する基本
的な理解が普及されている。

これまで認知症サポーター養成講座
を申し込まれることがなかった団体に
も、周知する必要がある。

市内各所でのサポーター養成講座の
開催の呼びかけと講師調整を行うとと
もに、サポーターの講師役となるキャ
ラバンメイトの養成も行います。

市 115 福祉政策課 一部実行している ４年間で養成講座105回の講師調整。
活動しているキャラバンメイトが限ら
れている。

活動できる人が限られているため、積
極的に活動できるキャラバンメイトの
養成が必要。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（２）相談窓口の充実と連携体
制の推進～市民と専門職の連
携で安心した地域での暮らしを
実現～

③ 介護が必要な人や
認知症の人を地域
で支えるしくみづくり

1 認知症サポーターの養成及び活動推
進

地区福祉委員会や学校等に対して認
知症サポーター養成講座の開催を提
案し、企画から支援を行います。

社協 116 社協地域福祉課 計画通りに実行中

地域担当者が学校の講座開催時に
企画支援を行った回数
29年度11回、30年度５回
令和元年度７回、令和２年度１回コロ
ナウイルス対策のため開催減であっ
た。

学校の教職員による感想：DVDを使
いながら、認知症の人への具体的な
接し方がわかる。オレンジリングもも
らえると、子どもたちは特に喜んでい
る。
民生委員等、地域の大人からの感
想：講義の中で学んだことを踏まえ
て、「道に迷っていそうな人がいたら」
という問題に対し、プライドを傷つけな
い言葉かけをグループでよく考えてい
た。もし今後、万が一自分が認知症に
なったとしても、安心だ。

高齢者疑似体験にとどまっている学
校に対して、認知症学習の授業内容
の提案をするなどの働きかけを行い、
授業を取り組んでくれる学校を増や
す。また、地域の大人も認知症を学べ
る機会なので、日時を周知して、子ど
も達とともに学びあう機会を作る。

2 認知症の早期発見

認知症に対する正しい理解や早期発
見・治療の重要性について、地域での
集いの場や回覧板等で市民に周知を
行い、気になる場合の早期受診の意
識啓発を地域ぐるみで進めます。

市民 117 福祉政策課 計画通りに実行中
４年間で地域住民向けの認知症サ
ポーター養成講座を43回開催。

認知症サポーター養成講座により、
認知症に対する理解が深まった。

認知症は身近なものであることから、
今後も意識啓発を続ける。

認知症の早期発見に向け、「物忘れ
相談プログラム」を活用した福祉まる
ごと相談会の実施に加え、認知症の
初期症状がある対象者に対する、専
門職による初期集中支援チームの設
置を推進します。

市
専門機関

118 福祉政策課 計画通りに実行中

福祉まるごと相談は3か所で月に一度
定期的に開催中。
認知症初期集中支援チームはＨ29は
1チーム、Ｈ30以降は2チーム設置。

認知症初期集中では、医療、介護、
地域との連携が必須。

認知症初期集中支援チームの周知、
啓発。

地域の意識向上のための啓発を提案
するとともに、身近な相談窓口として
早期に医療機関の受診等につなげま
す。

社協 119
社協包括

（都市中核）
計画通りに実行中

地域や各種団体において、認知症サ
ポーター養成講座や地域包括支援セ
ンターについて出前講座を行ってい
る。

出前講座を継続することで、認知症
の早期発見、早期受診につなげま
す。

様々な世帯に伝わるよう、出前講座
等の啓発方法を工夫する必要があ
る。

3 医療と介護の連携推進

認知症の人や家族を支援するため、
認知症専門医、かかりつけ医、介護
専門職等、医療と介護の連携を推進
していきます。

市 120 介護保険課 計画通りに実行中
・医療介護連携拠点会議への出席
・認知症ネットワーク会議への出席３
カ月に１回

多職種が出席する会議に定期的に出
席し、情報共有、課題検討すること
で、医療と介護の連携を推進し、介護
が必要な人や認知症の人を地域で支
える体制づくりを進めた。

引き続き、会議へ出席し、多職種連携
を進め、地域で支える体制づくりを強
化していく。

「認知症の人を支える家族のつどい」
を開催し、家族介護者の知識向上・情
報交換を目的とし、同じ悩みを持つ者
同士の交流を深める場を提供します。
また介護の専門職も来場するため、
意見を求める場の提供にも努めま
す。

市
専門機関

121 福祉政策課 一部実行している

認知症の人を支える家族のつどい
29年度：1回開催
30年度：2回開催
元年度：1回開催
2年度：開催なし

家族介護者の同士の情報交換、交流
を深められた。

今後も同様に家族介護者の知識向
上、情報交換を目的に、家族のつど
いを開催する。

介護者家族の会の運営支援を継続す
るとともに、子育て世代が子育てと親
の介護の両立の負担から介護離職に
つながらないよう、勤労者世代に対し
ても、介護保険制度や相談窓口、家
族の会に関する啓発を重点的に行い
ます。

社協 122 社協地域福祉課 一部実行している

介護者家族の会の会員が約90名お
り、年間10回程度、介護保険や福祉
サービスについての勉強会を実施し
ている。

介護保険制度や様々な施設のことな
ど福祉サービスを知ることで、選択肢
が増えている。また、様々な精度を知
ることで相談を受けた際に情報提供
が可能。

介護中の新規会員が少ないため、福
祉専門職へ活動を知ってもらい、啓発
に努めていただくよう働きかけていき
たい。

5 若年性認知症本人や家族への支援
若年性認知症の人に対する理解のた
めの啓発を進めるとともに、当事者団
体の活動をＮＰＯ法人に委託し、会員
同士の交流促進を図っていきます。

市 123 福祉政策課 一部実行している - 会員同士の交流が深まっている。
一時ＮＰＯ法人に委託したが、現在は
社協が活動を支援。今後社協と連携
して継続。

見守りＳＯＳネットワークの構築
認知症高齢者等、行方不明になった
方の早期発見のために協力機関に情
報発信する見守りＳＯＳネットワークに
登録し、行方不明高齢者の捜索への
協力を行います。

市民 124 福祉政策課 計画通りに実行中

徘徊見守りネットワーク対象者の事前
登録は４年間で236名の登録。
ＳＯＳネットワークの登録は4年間で6
件増加。

専門職や介護事業所関係者への周
知はできており、そこからの促しで、
事前登録数は増加。

見守り協力の登録数があまり増えて
いない状況。周知、啓発が必要。

認知症高齢者等、行方不明になった
方の早期発見のために協力機関に情
報発信する見守りＳＯＳネットワーク
の構築を充実します。

市 125 福祉政策課 計画通りに実行中 ４年間での情報発信39件。
見守り登録してくれている方の高齢化
が進んでいる。

今後もネットワークの構築を充実させ
る。

7 認知症カフェの増設

認知症カフェの増設については、公民
館や集会所を利用するだけでなく、事
業所や空きスペース、空き家等の利
用を検討していきます。

市 126 福祉政策課 一部実行している 期間内に増設できていない。 -
認知症カフェの増設に向けて、取組
みを継続する。

6

家族の負担軽減に向けた支援4
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（２）相談窓口の充実と連携体
制の推進～市民と専門職の連
携で安心した地域での暮らしを
実現～

④ 生活困窮者への支
援

1 生活困窮の早期発見・支援

庁内関係課及び庁外関係機関に生
活困窮者自立支援事業に関する周知
と積極的な訪問支援等（アウトリーチ）
を行い、生活困窮者を早期発見し、相
談につなげ、詳細なアセスメントを
行ったうえで自立のためのプランを作
成します。
その後、各種支援事業等を活用し自
立のための支援を行います。

市 127 生活福祉課 計画通りに実行中

H29年度
相談者数　453人
プラン作成数　96件
就労者数　30人

H30年度
相談者数　511人
プラン作成数　124件
就労者数　31人

R元年度
相談者数　495人
プラン作成数　118件
就労者数　36人

R2年度
相談者数　4,206人
プラン作成数　81件
就労者数　18人

コロナ禍により、生活福祉資金貸付に
関連する相談が急増している。また、
庁内他課から案内されて相談に来る
ケースも増加傾向にある。

庁内関係課への制度周知は毎年行っ
ており、一定の認識はされているが、
情報共有、連携対応など、庁内連携
体制はまだ整っていない。

生活困窮者に対し、訪問支援等（アウ
トリーチ）も含め、生活保護に至る前
の段階から早期に支援を行います。
生活と就労に関する支援員を配置し、
ワンストップ型の相談窓口により、情
報とサービスの拠点として機能強化を
図ります。
生活困窮者の早期発見・支援のため
の地域ネットワークの強化・多様な働
き口の開拓、社会資源の開発等の地
域づくりも担います。

社協 128
社協総務課

(生活困窮担当)
計画通りに実行中

平成30年度　新規相談者数：514名
令和元年度　新規相談者数：495名
令和2年度　　新規相談者数：4202名

新型コロナウイルス感染症の影響に
より特例貸付を含め生活困窮者の相
談が殺到した。相談窓口の周知は一
斉に広がった。

問題が深刻化した状態で相談が入る
ことが多く、相談窓口の周知や生活
困窮者の早期発見・支援のための地
域ネットワークの強化が必要。

2 就労困難者の就労支援体制の推進
障害のある人や高齢者、ひとり親家
庭の父母等、就労困難者の就労を促
進するため、関係機関との連携による
職業相談の実施を図るとともに、すぐ
に一般就労が難しい就労困難者に対
して、資格取得講座の開催等の支援
を行います。

市
129
-1

障害者支援課 一部実行している

岸和田市障害者自立支援協議会の
定例会（実務担当者の代表会議）に
て就労についての課題を出し合い、
今後も議論を継続していくことになっ
た。

障害者の就労問題について取り組む
ため、また、関係機関の連携強化の
ため、岸和田市障害者自立支援協議
会内に就労ワーキングを立ち上げ
た。

障害者の就労問題について取り組む
ため、また、関係機関の連携強化の
ため、岸和田市障害者自立支援協議
会内の就労ワーキングにより、定期
的に活動していく。

障害のある人や高齢者、ひとり親家
庭の父母等、就労困難者の就労を促
進するため、関係機関との連携による
職業相談の実施を図るとともに、すぐ
に一般就労が難しい就労困難者に対
して、資格取得講座の開催等の支援
を行います。

市
129
-2

生活福祉課 （一部実行している）

就労準備支援事業実施件数
H29年度　11件
H30年度　24件
R元年度　17件
R2年度　5件

職場体験協力事業所は年々増加して
いる。

職場体験等の就労準備事業を利用
後、スムーズに就労移行できない人
に向けた、ステップアップのための次
の場が少ない。協力事業所のさらな
る拡充が課題。
また、緊急事態宣言下の職場体験事
業が制限されるなど、コロナ禍の影響
を受けている。

障害のある人や高齢者、ひとり親家
庭の父母等、就労困難者の就労を促
進するため、関係機関との連携による
職業相談の実施を図るとともに、すぐ
に一般就労が難しい就労困難者に対
して、資格取得講座の開催等の支援
を行います。

市
129
-3

産業政策課 （計画通りに実行中）

4年間で障害のある人など就労困難
者の相談件数が80件
うち、３件が(一社)おおさか人権雇用
開発人権センタを利用することとな
り、うち、１件が就労した。

就労困難者等の支援機関である（一
社）おおさか人材雇用開発人権セン
ターへ相談者を誘導し、また同機関
のノウハウを活用した障害者就職模
擬面接会を実施するなど、就労困難
者の支援体制を引き続き継続してい
る。

関係機関との連携を密にし、就職先と
しての企業を確保することや就職後
の定着支援策を整えるなど就労困難
者の雇用促進を図る。

認定就労訓練事業所として、すぐに一
般就労が難しい就労希望者への就労
訓練を実施します。
また、市内の社会福祉法人をはじめ、
幅広い事業者が就労訓練事業を実施
するようセミナーの開催、事業開始の
ための支援を行います。

社協 130
社協総務課

(生活困窮担当)
計画通りに実行中

平成30年度　就労体験受入者数：の
べ17名
令和元年度　就労体験受入者数：の
べ9名

すぐに一般就労が難しい就労希望者
への就労訓練を実施する事で就労へ
の意欲換気を促すことが出来た。
就労準備セミナーを実施し、受講者に
はコミュニケーション能力の向上や就
労に必要な能力の獲得を促すことが
出来、関係者も本人の能力を知る
きっかけとなった。

清掃や軽作業など就労体験や訓練が
出来る内容に偏りがあり、多様な就
労体験・訓練の受入事業所の開拓が
必要。

3 貧困の連鎖解消へ向けた対応

「岸和田っ子を地域ではぐくむ居場所
づくりプロジェクト」に参画し、市民の
立場から孤立を防ぐ関係づくりに取り
組みます。

市民 131 社協地域福祉課 計画通りに実行中
市内に17か所の居場所が立ち上がっ
ています。日頃からつながりのある市
民で居場所を運営しています。

さまざまな人が集える場づくりとして
運営していく中で困りごとを持つ子ど
もや、障害のために生きづらさを持つ
人の居場所として機能しています。市
民がそういった人と顔の見える関係を
つくることで地域課題の早期発見と予
防のネットワークを広げます。

専門職の支援が特に必要な方が居
場所に定期的に参加できるよう検討
していきます。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（２）相談窓口の充実と連携体
制の推進～市民と専門職の連
携で安心した地域での暮らしを
実現～

④ 生活困窮者への支
援

3 貧困の連鎖解消へ向けた対応

生活困窮世帯の中学生・高校生に対
して学習支援事業を行うことで貧困の
連鎖防止を図ります。
中学３年生に対しては、高校進学のた
めの学習支援を行い、中学生及び高
校生には、居場所づくりや養育支援と
しての学習支援を行います。

市 132 生活福祉課 計画通りに実行中

学習支援参加者数
H29年度学習支援　33人
H29年度養育支援　47人
H30年度学習支援　51人
H30年度養育支援　59人
R元年度学習支援　41人
R元年度養育支援　63人
R2年度学習支援　  27人
R2年度養育支援　  48人

進学率
H29年度　84％
H30年度　100％
R元年度　100％
R2年度　　100％

事業実施後アンケートより、参加者の
学習意欲、学力の向上、自宅での勉
強時間の増加と生活習慣の改善が見
られた。

学習会に登録しているものの、保護
者の送り出しなどの家庭支援が乏し
く、学習会を欠席する子どもが散見さ
れる。今後、子どもに対して出席を促
す仕掛けを検討する。
コロナ禍により、会場が休館となり、
休講とせざるを得ない期間があった。
実施回数の確保が課題。

学習支援事業の参加者に夕食を提供
することで、保護者の負担軽減、栄養
状態の改善を支援します。
模試の受験費用助成等、学習意欲の
向上につなげる支援を行います。
また、市民と協働で「岸和田っ子を地
域ではぐくむ居場所づくりプロジェク
ト」を実施し、子どもたちへの食事と居
場所の提供を行います。

社協 133

社協総務課
(生活困窮担当)

社協地域福祉課

一部実行している

令和2年度　学習支援（養育支援）マ
イルーム、市内2カ所で開催。登録生
徒数：43名、開催頻度：80回（緊急事
態宣言のため4月、5月は実施でき
ず、食事提供も4月～9月は提供せ
ず）、参加生徒数：のべ660名、食事
提供者数：のべ274名
中学3年生22名　全員進学、中1.2年、
高1.2年生　全員進級

市内に17か所の居場所が立ち上がっ
ています。日頃からつながりのある市
民で居場所を運営しています。

新型コロナウイルス感染症の影響に
より食事提供が上半期実施できず。
イベントの開催もする事が出来なかっ
た。

さまざまな人が集える場づくりとして
運営していく中で困りごとを持つ子ど
もや、障害のために生きづらさを持つ
人の居場所として機能しています。市
民がそういった人と顔の見える関係を
つくることで地域課題の早期発見と予
防のネットワークを広げます。

事業に定着しない生徒や参加が出来
ていない生徒へのアプローチ方法の
検討。新型コロナウイルス感染症が
ある中でどのように事業を実施してい
くか。

専門職の支援が特に必要な方が居
場所に定期的に参加できるような場
づくりを検討していきます。

離職等によって、家賃が払えず住ま
いを失った方、または失う恐れのある
方で、支給にあたっての要件を満たし
た方に対して、家賃相当を期限付きで
支給します。
一定の住所を持たない困窮者に対
し、生活保護決定までの間、宿泊場
所等の提供を行います。

市 134 生活福祉課 計画通りに実行中

住居確保給付金事業
H29年度　支給決定件数　34件
支給金額1,374,100円
H30年度　支給決定件数　63件
支給金額2,463,600円
R元年度　支給決定件数　47件
支給金額1,918,800円
R2年度　支給決定件数　825件
支給金額32,022,060円

一時生活支援事業
H29年度　利用者　23名　230泊
H30年度　利用者　30名　432泊
R元年度　利用者　24名　415泊
R2年度　 利用者　19名　373泊

コロナ禍を受けて、制度修正がなさ
れ、対象が拡大された。そのことによ
り利用者が急増している
一時生活支援事業について、大阪府
下市町村広域事業として民間ホテル
を利用、岸和田市社協独自事業とし
て借り上げ民間賃貸マンションを利用
している。それぞれの施設と連携し、
住居喪失者の宿泊場所の確保を行っ
ている。

住居確保給付金事業の制度修正によ
り、利用者が急増する反面、個々の
支援が薄くなり、困窮状態から自立へ
つなげることがより困難になってい
る。

一時生活支援事業においては、利用
者が増加する傾向にある。就労可能
な利用者には早期の就労支援実施を
検討する。

住宅喪失者が新たな居所を見つけら
れるまでの間の生活の場の提供、食
糧支援、居所設定支援、通院支援、
就労支援を一体的・継続的に行うこと
で、生活困窮状態からの早期脱却を
支援します。

社協 135
社協総務課

(生活困窮担当)
計画通りに実行中

令和元年度　居住支援相談者数：88
名
転居支援者：59名
緊急連絡先提供者数：30名
CUE HOUSE事業　　13名　600泊
一時生活支援事業　16名　25１泊
令和元年8月28日　岸和田市居住支
援協議会設立

高齢や障害、刑余者等で緊急連絡先
不存在の方に賃貸債務保証会社に
緊急連絡先を提供。利用者の安否確
認や家賃滞納時等にも早期に対応す
る事で、行政、不動産店、賃貸債務保
証会社等との関係性を保つことが出
来た。

2019年に立ち上げた岸和田市居住支
援協議会を中心に居住支援ネット
ワークを図るとともに、住宅確保要配
慮者向けの物件開拓を促進する。

⑤ ひきこもりの人を支
えるネットワークづく
り

保健所、若者サポートステーション※
と連携を図り支援を行っていきます。

市 136 障害者支援課 一部実行している
精神疾患が疑われる場合や、就労に
課題がある場合等には、相談先とし
て案内している。

個別に、必要に応じて繋いでいる。 継続して行う

ひきこもりの人の状態やニーズに応じ
た支援を行うため、関係機関との連携
を強化します。

社協 137
社協総務課

(生活困窮担当)
一部実行している

関係機関のネットワーク化を図ること
を目的として、関係機関（13か所）と、
介護支援専門員（111名）を対象とし
て「ひきこもり支援に関する実態調
査」を実施した。

岸和田市において、ひきこもり状態に
ある方の特性や、支援内容、支援を
進めるうえでの課題点などが明らか
になった。

岸和田市に、明確なひきこもりを担当
する部署がないため、相談支援ネット
ワークの構築が難しい。
　実態調査の結果をもとに、継続的に
関係機関でひきこもり支援に関する
情報の共有を図り課題解決に向け取
り組んでいけるよう、連絡会の実現を
目指す。

2 ひきこもりの人とニーズの把握

地域で本人や家族から相談を受けた
際に相談窓口を紹介したり、ひきこも
りの人の居場所づくり等を通じて、市
民の立場からできる顔の見える関係
づくりを行います。

市民 138
社協総務課

(生活困窮担当)
一部実行している

令和2年2月末　ひきこもり相談件数
53件

ひきこもり当事者と接する機会のある
専門職からの相談が増えた。

ひきこもりに悩む本人に関わる可能
性の高い専門職を対象として、ひきこ
もりに対する正しい理解を深め、適切
に支援につなぐための研修の開催を
目指す。
　訪問など、相談支援に時間を要する
ため、相談員の確保が必要。

関係機関との連携強化1

4 住宅喪失者への対応
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（２）相談窓口の充実と連携体
制の推進～市民と専門職の連
携で安心した地域での暮らしを
実現～

⑤ ひきこもりの人を支
えるネットワークづく
り

2 ひきこもりの人とニーズの把握
ひきこもり支援の担当部署を調整し、
ニーズの発掘、セミナーの実施に努
めます。

市 139 障害者支援課 実行していない

市民や地域団体、ひきこもりの家族
会、関係機関と連携し、発見や個別相
談を通じて、サービスにつながってい
ない在宅の障害のある人のニーズ把
握も含め、潜在的ニーズを発掘し、市
民向けのセミナーの実施を行います。

社協 140
社協総務課

(生活困窮担当)
一部実行している

・保健所、生活福祉課、障害者支援
課、障害者相談支援事業所、介護支
援専門員等からの情報提供を受け、
関係機関と連携しながら、ひきこもり
当事者の相談支援を行った。
・介護支援専門員研修の機会を利用
し、いわゆる「8050問題」に関し、啓発
を行い、ニーズ発見と相談支援への
つなぎの役割について介護支援専門
員に働きかけた。
令和2年2月末　ひきこもり相談件数
53件

相談支援を通じて関係機関との連携
を深め、ひきこもり支援のための新た
な資源の発掘につながった。
介護支援専門員や生活保護ケース
ワーカーなど、ひきこもり当事者と接
する機会のある専門職からの相談が
増えた。

ひきつづき、相談支援を通じて関係機
関との連携を深める。
また、ひきこもりに悩む本人に関わる
可能性の高い専門職を対象として、
ひきこもりに対する正しい理解を深
め、適切に支援につなぐための研修
の開催を目指す。

（３）権利擁護体制の充実～
「私らしさ」を失わず安心して暮
らせるように～

① 権利擁護センターの
機能の充実

1 日常生活自立支援事業等の推進

日常生活自立支援事業・法人後見事
業を権利擁護センター業務の柱として
推進し、判断能力が低下した人への
支援が途切れないようセンターの運
営を行います。
また、日常生活自立支援事業利用者
の判断能力低下に伴う成年後見制度
の移行への支援の充実を図ります。

社協 141
社協総務課
(権利擁護C)

計画通りに実行中

日常生活自立支援事業契約件数は
増加しており、相談件数も増加してい
る。

令和2年3月末　契約件数311件
(内訳 　認知症121、知的74、精神
114）

令和3年3月末　契約件数343件
（内訳　認知症131、知的77、精神
135）

日常生活自立支援事業契約者の成
年後見制度への移行については、権
利擁護支援会の場を設定し、関係機
関連携のもと、スムーズな制度利用
が可能となるよう、支援体制をとって
いる。

契約件数、相談件数ともに増加してい
る。
常に相談対応が可能となるよう、人員
体制の維持、体制維持のための財源
確保が必要である。

2 関係機関との連携
権利擁護支援会議に参画し、ケース
の把握や対応について検討し、関係
機関との連携により親族がいない人
等の支援や市長申立てを進めていき
ます。申立費用の負担や後見人の報
酬助成等、成年後見制度の利用促進
を図ります。

市
142
-1

福祉政策課 計画通りに実行中

４年間で行った市長申立て件数：118
件
４年間で行った報酬助成交付件数：
130件

市長申立ての件数は増加傾向にあ
り、成年後見制度の利用促進に繋
がっている。

相談経路の多様化により、関係機関
との連携を強化していく必要がある。

権利擁護支援会議に参画し、ケース
の把握や対応について検討し、関係
機関との連携により親族がいない人
等の支援や市長申立てを進めていき
ます。申立費用の負担や後見人の報
酬助成等、成年後見制度の利用促進
を図ります。

市
142
-2

障害者支援課 （計画通りに実行中）

権利擁護支援者会議開催回数：平成
30年度　12回、令和１年度　12回、令
和２年度　10回
成年後見制度市長申立て実績：平成
30年度　５件、令和１年度　３件、令和
２年度　７件
報酬助成実績：平成30年度　877,200
円、令和１年度　2,341,800円、令和２
年度　1,761,000円

社会福祉協議会権利擁護センター、
福祉政策課、障害者支援課、地域包
括支援センター、生活福祉課等との
情報共有及び連携が強化されされて
いる。

成年後見制度利用促進の方針から、
申立て検討ケース数や、市長申立て
によらない制度利用者からの報酬助
成に関する相談が増えている。

権利擁護支援会議の運営に参画し、
権利擁護支援が必要と考えられる
ケースの把握や対応について検討す
る場を設けるとともに、成年後見制度
利用促進のため、関係機関との連携
や、親族がいない人等の支援を進め
ていきます。

社協 143
社協総務課
(権利擁護C)

計画通りに実行中

月1回、権利擁護支援会議を開催。
ケースの情報共有や成年後見制度の
利用に向けた支援の方法について検
討する場としている。

会議開催を通じ、行政の市長申立て
担当課と連携を図っている。

今後も、制度を必要とする方が、適切
に制度利用が可能となるよう支援。関
係機関との連携を図り、相談支援体
制を維持する。

3 研修会の充実
大阪府、大阪府社会福祉協議会等が
主催するセミナーを広く周知していき
ます。

市 144 福祉政策課 計画通りに実行中
セミナー案内を配架するとともに、関
係機関への情報提供を行った

- 取組みを継続する

成年後見制度や日常生活自立支援
事業の啓発のため、権利擁護をテー
マとした市民向け、専門職向けのセミ
ナーの開催を継続します。

社協 145
社協総務課
(権利擁護C)

計画通りに実行中

令和２年度、市民向けセミナー　年1
回、専門職セミナー　年１回開催。
令和３年度についても、同回数で開催
を予定。
コロナ禍におけるセミナー開催であっ
たが成年後見制度や日常生活自立
支援事業について啓蒙を図れた。

研修内容については、参加者アン
ケートを参考にテーマを選定してい
る。

今後も、啓発活動を継続し、制度の周
知を図る必要がある。

② 市民後見人の養成
と活動の推進

1 市民後見人の養成

財産を管理したり、介護サービスの手
続きや契約等の身上監護を行う成年
後見人等の新たな担い手として、市民
の立場で後見人となる市民後見人を
「大阪府後見支援センター」と協力し
養成します。また、権利擁護セミナー
をとおして、周知啓発を行います。

市 146 福祉政策課 計画通りに実行中 ４年間で養成した市民後見人数：2名
市民後見人の選任により、被後見人
へのきめ細やかな支援が可能となっ
ている。

市民後見人養成講座受講者の確保、
市民後見人の周知啓発。
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第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（３）権利擁護体制の充実～
「私らしさ」を失わず安心して暮
らせるように～

② 市民後見人の養成
と活動の推進

2 市民後見人への支援
市民後見人候補者を大阪府後見支援
センターにバンク登録し、家庭裁判所
への候補者の推薦と、家庭裁判所か
ら後見人等に選任された場合に、適
切にかつ安心して後見活動できるよ
う、フォローアップ研修、専門相談等
の支援を行います。

市 147 福祉政策課 計画通りに実行中

４年間で市民後見人が選任された数：
5名
４年間で実施された専門相談の回数：
101件

市民後見人の活動支援として、専門
相談等を府社協・市社協と連携しなが
ら行った。

引き続き関係機関と協力しながら、市
民後見人の支援を行う。

③ 虐待防止・対応のた
めのしくみづくり

1 （子ども）
相談窓口の周知 市民に対し、子どもの虐待を発見した

際の相談窓口や対応方法の周知を継
続して行います。また、全国共通の児
童相談所の虐待通告ダイヤル｢189｣
（いちはやく）の広報活動を実施しま
す。

市 148 子ども家庭課 計画通りに実行中

保育所や幼稚園、学校、医師会、歯
科医師会、薬剤師会、町会、関係機
関などへポスター掲示依頼：約1000
枚/年。街頭啓発で１８９を案内したチ
ラシ配布：300枚/年。

H27年の「１８９」番創設以降、関係機
関と協力し周知活動を行っている。活
動内容に大きな変化はない。

関係機関と協力し、１８９番の認知度
を高めるため周知活動を継続する。

民生委員・児童委員や地区福祉委員
会等、特に子どもに関わることが多い
組織・団体へ相談窓口の周知を行い
ます。

社協 149 社協地域福祉課 一部実行している

新型コロナウイルス感染拡大のた
め、子育て支援等に関わる市民の集
いを開催できなかった。また岸和田市
が発行している「みんなで子育て」へ
の情報提供や配架については継続し
て協力している。

主任児童委員や子育てサロンの運営
者、誰もが集えるリビング、子どもの
居場所づくりの運営者に情報提供を
行っている。

子育て支援に関わるワーカーと地域
の活動実践者と顔の見える関係性づ
くりが必要

2 （子ども）
連携の強化 子どもの虐待の防止や早期発見のた

め、関係機関が虐待の認識を深め、
課題解決に向けて速やかに対応でき
る体制の充実を図ります。
また、虐待だけでなく、養育・非行・不
登校等、様々な相談に対応できるよう
に、複数の関係機関との連携を図り、
相談担当者の研修を充実します。
さらに、ケース会議を開催し、情報共
有、家庭への支援について、関係機
関との連携の充実を図ります。

市 150 子ども家庭課 計画通りに実行中

岸和田市子育て支援地域協議会（要
保護児童対策地域協議会）での支援
対象児童数：H29：843人、H30：964
人、R1：1,087人、R2:1,077人
実務者会議：H29：21回、H30:21回、
R1：21回、R2：21回。
個別ケース会議：H29：141回、H30：
82回、R1：85回、Ｒ2：73回。
関係機関対象の研修開催：１回/年。

関係機関が支援が必要な児童を発見
した際には、家庭児童相談担当に連
絡もらう体制ができている。

相談者や関係機関が問題解決するた
めに、適切な助言ができるように職員
の研修受講や他機関との関係づくり
の取り組みを継続する。

関係機関との連携を図り、課題のある
家庭に対して、福祉サービスの調整
等、必要な支援を行います。

社協 151 社協地域福祉課 一部実行している

子ども食堂を通じて発見した児童虐
待の疑いがあり、支援が必要で福祉
的な情報提供などを行ったケースや
関係機関・市民団体から相談があっ
たケースがあった。

支援が必要な世帯に対しては、学校
やスクールソーシャルワーカーや子
育て支援課、教育委員会、岸和田保
健所へ市内に立ち上がっている子ど
もの居場所の情報提供を行ってい
る。支援が必要な児童に対しては、学
校とも連携し保護者の様子も含めて
情報提供を行っている。

専門職の定期的な情報共有の場は
設けられていないのでその都度の情
報共有になる。学校に行きにくい児童
生徒への広報啓発やアウトリーチも
必要

3 （高齢者・障害のある人）虐待防止
ネットワークの推進 実務者会議の開催等により関係機関

との連携を図り、虐待防止ネットワー
クの強化・充実を推進します。

市
152
-1

福祉政策課 計画通りに実行中
実務者会議を月に一度、代表者会議
を年に一度開催している。

月に一度会議を実施することにより、
状況把握や支援の方向性の確認が
実施できている。

今後もネットワークの強化・充実のた
め同様に取り組むが、虐待件数が増
えてきているため、会議の内容を精査
する必要がある。

実務者会議の開催等により関係機関
との連携を図り、虐待防止ネットワー
クの強化・充実を推進します。

市
152
-2

障害者支援課 （計画通りに実行中）

平成30年度、令和１年度、岸和田市
障害者虐待防止ネットワーク実務者
会議を年12回、令和２年度は年10
回、障害者虐待防止ネットワーク代表
者会議を年１回開催している。

当事者団体、家族会、民生委員、相
談支援関係、就労関係、岸和田市医
師会、保健所、警察、消防、法務局、
消費者センター、人権男女共同参画
課、生活福祉課、広域事業者指導課
等との情報共有及びネットワーク体制
が強化されている

今後も計画通り実施し、地域課題を
把握し、ネットワークの強化・充実を
図る。

虐待防止ネットワークに参画するとと
もに、周知・啓発のために市民向け権
利擁護セミナーを実施する等、虐待防
止ネットワークの強化・充実を推進し
ます。

社協 153
社協総務課
(権利擁護C)

計画通りに実行中
各関係機関と連携し、虐待防止ネット
ワーク会議の情報を共有。

各関係機関との連携が強化され、現
状把握や情報共有を行うことで、虐待
防止への取り組みに対応できた。

虐待防止について関係機関への周
知・啓発を図り、連携を強化する。

4 （高齢者・障害のある人）関係機関・事
業者等への啓発 介護保険事業所、障害福祉サービス

事業所の職員向け虐待防止研修の
実施やパンフレットの配布等により、
虐待防止の周知、啓発を進めます。

市
154
-1

福祉政策課 計画通りに実行中
毎年、ケアマネ研修にて、虐待防止
研修を実施。

ケアマネからの虐待通報が多いた
め、周知、啓発につながっている。

今後も虐待防止の周知、啓発に努め
る。

介護保険事業所、障害福祉サービス
事業所の職員向け虐待防止研修の
実施やパンフレットの配布等により、
虐待防止の周知、啓発を進めます。

市
154
-2

障害者支援課 （計画通りに実行中）

障害者福祉関係機関や民生委員、市
民センター等市内施設に虐待防止パ
ンフレットを配布・配架するほか、福祉
サービス事業者を対象に年1回虐待
防止研修を実施している。

虐待が疑われる場合には通報・相談
が必要であるという意識や、通報・相
談先の周知が促進されている。

継続して周知・啓発に努める

福祉医療専門職向け権利擁護セミ
ナーを実施することで関係機関への
啓発を行います。

社協 155
社協総務課
(権利擁護C)

計画通りに実行中
虐待防止に関する研修の運営に参
画。

各関係機関との連携が強化され、現
状把握や情報共有を行うことで、虐待
防止への取り組みに対応できた。

虐待防止について関係機関への周
知・啓発を図り、連携を強化する。
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参考資料２－２

第4次岸和田市地域福祉計画及び地域福祉活動推進計画（平成29年度～令和2年度）進捗シート
現状（Plan/Do）　

大項目 中項目 取り組みの内容 役割分担 No. 入力担当課 実行状況
数値で示せる成果

※取り組みの成果として現れた
数値実績

対象者・利用者・関係者の変化や利
用者の感想・構築できたネットワーク

取組みの課題と今後の方向性小項目 施策項目

点検・評価・方針（Check/Action）　

３　多様な人や組織が連携し互
いに支えあえるしくみづくり

（３）権利擁護体制の充実～
「私らしさ」を失わず安心して暮
らせるように～

③ 虐待防止・対応のた
めのしくみづくり

5 （高齢者・障害のある人）被害者の安
全確保

虐待にあった人の一時保護に、いつ
でも対応できるための居室を確保し、
被虐待者の安全確保を図っていきま
す。
また、保護した後には、関係機関と連
携しながら、安心・安全な生活に向け
た支援の充実を図ります。

市
156
-1

福祉政策課 計画通りに実行中

28年度末シェルター2か所のところ、
令和元年度よりシェルター3か所

シェルター利用状況
H29：利用者数3人、利用日数445日
H30：利用者数8人、利用日数979日
R01：利用者数21人、利用日数633日
R02：利用者数4人、利用日数73日

被虐待者の一時保護後の生活再建
に向けて、地域包括支援センター等
の関係機関と連携して支援に努めて
いる。

虐待通報件数の増加に伴い、一時保
護の対応も増えているため、夜間・休
日に対応できる居室のさらなる確保
に向けて検討・調整を行う。

虐待にあった人の一時保護に、いつ
でも対応できるための居室を確保し、
被虐待者の安全確保を図っていきま
す。
また、保護した後には、関係機関と連
携しながら、安心・安全な生活に向け
た支援の充実を図ります。

市
156
-2

障害者支援課 （一部実行している）

保護が必要な場合は、受け入れ可能
な協力施設を探し依頼している。保護
期間中に、相談支援事業者と連携
し、その後の入居先等の相談支援を
行っている。

虐待対応のみを目的とするものでは
ないが、市内障害福祉サービス短期
入所施設より、1か月間の空き情報の
提供を受け、必要に応じて活用してい
る。

継続して連携強化に努める

6 （ＤＶ）相談窓口の周知

地域に出向いての講演会・研修会、
街頭啓発等を通じて、ＤＶについての
啓発と、相談窓口の周知を行っていき
ます。

市 157
人権・男女共同

参画課
計画通りに実行中

毎年地域で市民向けDV予防啓発講
座を実施
参加者：H29・13人　H30・27人　R１・
27人　R2・新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、未開催
29年度からデートDV予防啓発講座と
して、希望のあった市内中学校・高等
学校に出向き講座をj実施
H29・３校　H30・５校　R1・４校（５回）
R2・2校（3回）

R2新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、市民向けDV予防啓発講座
の開催を見送った。今後はオンライン
開催の可能性を検討したい。中学・高
校での講座のアンケートには、DVは
身体的暴力に限らないことが分かっ
た、自分が加害者にも被害者にもなら
ないようにしたいとの感想が多く書か
れている。

DV予防のためには、若年層への啓発
が効果的である。希望校が増加する
よう、講座内容・生徒の感想等を校長
会等で紹介する。また、市民向け講
座については、タイトルを工夫するな
ど参加者増加のための取り組みを行
う。

7 （ＤＶ）関係機関等との連携の強化

ＤＶ被害者支援のため、相談窓口担
当者会議で情報共有し、連携強化を
図るとともに、警察や大阪府等関係機
関との連携を強化していきます。

市 158
人権・男女共同

参画課
計画通りに実行中

相談窓口担当者会議・相談窓口担当
者研修会を毎年各１回開催し、各課
のサービス内容に関する情報共有を
図っている。また、DV相談の際には、
警察・大阪府女性相談センター・関係
各課と連携して支援を行っている。

DV被害者に各種サービスを提供する
担当課は被害者に関する情報を共有
し連携して対応している。また、その
他の部署においても、DV被害者の情
報漏洩防止のための取り組みを行っ
ている。

複数の課題を抱えたDV被害者が増
加しているため、関係課・関係機関の
連携が必要である。
特に児童虐待担当部署との連携の重
要性が高まっている。

8 （ＤＶ）被害者の安全確保
被害者の安全確保を行うため、大阪
府女性相談センターに一時保護を依
頼するとともに、同行支援を行いま
す。

市 159
人権・男女共同

参画課
計画通りに実行中

被害者の安全確保のため、大阪府女
性相談センターに一時保護を依頼し、
同行支援を行っている。
H29・４組　H30・なし　R１・２組　R２・４
組

休日・夜間の一時保護は岸和田警察
が対応している。
被害者負担軽減のため、警察・市で
連携できることの協議を重ねている。

大阪府女性相談センターの一時保護
制度を適切に活用し、DV被害者の安
全確保を図る。
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